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第１節 基地の整理縮小の促進

１ 概要

復帰前の沖縄の米軍基地の実態は、基地の中に沖縄があるといわれたとおり、密度、機能において

も本土のそれとは比べものにならないものがあった。

本土復帰によっても何ら米軍の機能を損することなく、米軍基地が継続使用されるとの不安が沖縄

県民はもとより、国民の間にあった。昭和46年11月24日、第67国会では、「政府は、沖縄米軍基地に

ついてすみやかな将来の縮小整理の措置をとるべき」ことが決議されるなど、本県の米軍基地の整理

が進むかにみえた。

しかしながら、復帰時（昭和47年５月15日）に28,661haあった沖縄の米軍基地は、その後、米軍基

地の整理統合計画等に基づいて徐々に返還が進められているものの、今なお、県土面積の10.4％にあ

たる23,729ha(平成14年３月末現在)が存在している。特に、人口、産業が集中する沖縄本島では18.8

％を占めるなど高密度の状況にあり、道路網の整備、計画的な都市づくりや産業用地の確保の支障と

なるなど、本県の振興開発を進める上で大きな制約となっている。

このため、県は基地の整理・縮小を県政の最重要課題として位置づけ、基地の整理・縮小を含めた

本県の基地問題解決の促進を日米両政府に対し強く訴えてきた。

沖縄の基地問題については、平成７年の米軍用地の強制使用問題や、同年10月の県民総決起大会、

平成８年の県民投票など一連の動きの中で、全国的な問題として日米両政府を動かすこととなった。

このような状況の下、平成７年11月に、本県の米軍基地について協議する機関として、政府と県の

間に「沖縄米軍基地問題協議会」が、さらに、日米両政府の高官レベルの協議機関として「沖縄に関

する特別行動委員会(ＳＡＣＯ)」が設置された。

平成８年12月に発表されたＳＡＣＯ最終報告では、普天間飛行場の全面返還を含む11施設の米軍基

地を返還することが合意された。

県としては、本県が戦後58年余も負担してきた過重な米軍基地の整理縮小について、先ずＳＡＣＯ

で合意された普天間飛行場を含む11施設5,002ヘクタールの整理縮小を着実に実施し、計画的・段階

的に基地の整理縮小を図ることが、より現実的で実現可能な方法であると考えている。

しかしながら、ＳＡＣＯの合意事案がすべて実施されたとしても、本県には依然として在日米軍専

用施設面積の約70パーセントの米軍基地が存在することから、過重な基地負担をしてきた県民の意向

に応えるため、ＳＡＣＯで合意された施設以外についても、さらなる米軍基地の段階的な整理縮小が

必要であると考え、平成13年５月の知事訪米において、パウエル国務長官をはじめ米国政府高官等に

対し要請を行うとともに、平成14年８月に内閣総理大臣及び関係大臣に対しても要請した。

２ 米軍基地の整理・統合計画

(1) 米軍基地の整理・統合計画

本土における米軍基地については､昭和43年12月に開催された第９回日米安全保障協議委員会(以

下、本節において「安保協」という。）において策定された、いわゆる「関東計画（関東地域にお

ける米軍基地を横田基地に統合する計画）」に基づき、逐次返還及び移設が進められ、現在ではそ

のほとんどが完了している。これらは、基地周辺地域の急速な都市化に伴い強まった住民の要望に

応えたものである。

一方、沖縄の米軍基地の整理・統合については、昭和48年１月に開催された第14回安保協におい

て初めて協議・検討がなされ、那覇海軍航空施設の全部、那覇空軍・海軍補助施設の全部、牧港住

宅地区の一部の３事案が返還合意された。

さらに、昭和49年１月に開催された第15回安保協で48事案、昭和51年７月の第16回安保協で12事

案の全部又は一部の返還が了承され、延べ63事案の返還及び移設が進められることとなった。その
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了承内容は、移設なし返還合意施設が24事案、移設後返還される施設が29事案、引き続き検討され

る施設が10事案となっている。

また、昭和63年４月、西銘知事が米国政府に対し行った整理縮小の要請を踏まえ、沖縄の米軍基

地の整理・統合について検討を行っていた日米合同委員会は、平成２年６月19日、その検討作業結

果を発表した。これにより、県知事要望事案３件（県知事が米国政府に対し要望を行ったもの）、

安保協事案９件（前述の安保協で了承された施設・区域の整理統合計画のうち未だ実施されていな

いもの）、軍転協事案８件（県知事と米軍基地等が存在する市町村長で構成する「沖縄県軍用地転

用促進・基地問題協議会」の返還要望）及び米側事案３件（米側が返還可能としたもの）の計23件

（いわゆる「23事案」）について、返還に向けた所要の調整・手続きを進めることが確認された。

(2) 基地の返還状況

復帰後、平成14年３月31日までに返還及び他の施設へ統合された米軍基地面積は5,158haだが、

この間に449haの土地が追加提供又は統合されたため、実質減少面積は4,709haとなり、復帰時の米

軍基地面積28,661haから16.4％減少したことになる。

返還された米軍基地の大部分は、沖縄における在日米軍施設・区域の整理統合計画に基づくもの

で、３回の安保協を通して了承された63件のうち、平成14年３月31日までに59件の全部又は一部返

還が実現し、面積にして3,120haが返還されている。このうち第14回安保協事案３件については、

昭和62年５月31日の牧港住宅地区の返還をもって480ha全部の返還が達成され、第15回安保協事案

48件については47事案、面積にして1,792haの一部又は全部が返還され、第16回安保協事案12件に

ついては、９事案、面積にして848haの一部又は全部の返還がなされている。

一方、23事案については、平成14年３月31日までに16事案、面積にして580 が全部返還され、ha

ha ha３事案（工兵隊事務所（3.7 ）については、平成14年９月30日に全部返還。）、面積にして77

が一部返還されており、残りの４事案が未返還となっている。

28,661haだが、その後の実測等では28,442haとなっている。（注） 復帰時の米軍基地面積は
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日米安全保障協議委員会における返還了承事案の処理状況（沖縄関係）

平成14年３月31日現在（面積単位：ha）

返 還 計 画 返 還 済 未 返 還

安 保 協 件 数 面 積 件 数 面 積 件 数 面 積

第１４回

(S48.１.23) 3 480 3 480 0 0

第１5回

47 1,792 1 795(S49.１.30) 48 2,587

第１６回

9 848 3 756(S51.７.８) 12 1,604

59 3,120 4 1,551合 計 63 4,671

注 那覇防衛施設局に確認したところによる。

平成２年６月19日日米合同委員会・確認事案（23事案）返還状況

平成14年３月31日現在（面積単位：千㎡）

施 設 名 事案数 確認面積 返還面積 未返還面積 備 考
（現在の面積）

北部訓練場 4,798 4,798 0 78,332２

八重岳通信所 192 192 0 37１

キャンプ・シュワブ 5 5 0 20,627１

キャンプ・ハンセン 1,653 34 1,619 51,183２

恩納通信所 624 624 0 全部返還済み２

嘉手納弾薬庫地区 1,884 1,100 27,288２ 784

知花サイト 1 1 0 全部返還済み１

トリイ通信施設 38 0 1,939１ 38

嘉手納飛行場 21 21 0 19,950１

砂辺倉庫 3 3 0 全部返還済み１

キャンプ桑江 421 1,067２ 16 405

キャンプ瑞慶覧 468.7 0.7 468 6,426２

普天間飛行場 42 0 42 4,805１

牧港補給地区補助施設 1 1 0 全部返還済み１

平成14年９月返還予定工兵隊事務所 １ 45 8 37

那覇冷凍倉庫 0.1 0.1 0 全部返還済み１

陸軍貯油施設 43 43 0 1,255１

合 計 23 10,239.8 6,568.8 3,671

注 那覇防衛施設局に確認したところによる。但し、備考欄、合計欄は県が作成。
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３ 重要三事案

広大な面積を占める米軍基地は、県民生活や自然環境に様々な影響を及ぼしており、地域の振興開

発や県土の均衡ある発展を図る上で大きな制約となっている。

このため県では、県民生活の安定と基地の集中による県民の負担軽減を図るため、日米両政府に対

し、米軍基地の整理・縮小を訴えている。特に次の三事案については、地域の産業振興及び県民生活

の安定を図る上で重要な課題となっており、かつ、県民の要望も極めて強いため、平成６年６月の訪

米要請の際、太平洋戦争・沖縄戦終結50周年の節目の年（平成７年）までに、その解決を強く求めた。

その後、平成８年12月のＳＡＣＯ最終報告において、沖縄県の地域社会に対する米軍活動の影響を

軽減するため、土地の返還、訓練の改善などについて日米両政府で合意されたが、県内基地への移設

条件がついているため、三事案すべての解決までには至っていない。

(1) 那覇港湾施設（那覇市）の返還

那覇港湾施設は、昭和49年１月の第15回安保協において、移設を条件に返還合意がなされている。

同施設は、県都那覇市の玄関口である那覇港に隣接し、那覇空港にも近く、産業振興の用地として

極めて開発効果の高い地域である。

平成６年12月15日の日米合同委員会において、同施設の移設問題に関する検討を行うため、「那

覇港湾施設特別作業班」の設置が認められた。同委員会は、平成７年５月11日、同作業班が行った

勧告を承認した。その概要は、①約35.3ヘクタールの代替施設が那覇港港湾計画浦添埠頭地区内に

移設されることを条件として、那覇港湾施設（約56.8ヘクタール）の全部及び牧港補給地区に隣接

する約50メートルの制限水域の全部を返還する、②牧港補給地区と新しい港湾施設とを結ぶ進入道

路が提供される、③新しい港湾施設には隣接する約50メートルの制限水域を含む、となっている。

さらに平成８年12月のＳＡＣＯ最終報告においても、浦添埠頭地区への移設と関連して、那覇港

湾施設の返還を加速化するため最大限の努力を日米共同で継続することが確認されている。移設先

とされている浦添市においては、那覇港湾施設の同市への移設に強く反対していたが、平成13年11

月に、移設受け入れを表明した。

(2) 読谷補助飛行場（読谷村）におけるパラシュート降下訓練の廃止及び同施設の返還

人口３万７千人、面積3,517ヘクタールの読谷村における米軍基地は、村面積の45パーセントを

占めるのみならず、村域を分断する形で散在している。読谷村では人口の増加に伴い、読谷補助飛

行場（190.7ヘクタール）を囲む形で住宅地域が広がり、施設周辺の農耕地や住宅地域にパラシュ

ートの訓練兵が降下する等の事故が発生し、33件の事故が確認されている。

同飛行場は狭隘なため、事故のほとんどが農耕地や民家等の提供施設外への落下であるが、昭和

25年の燃料タンク落下による少女圧死、昭和40年のトレーラー落下による少女圧死等、悲惨な事故

も発生しており、地域住民の生活に不安を与えていた。

このように、狭隘な農耕地や住宅地に囲まれた読谷補助飛行場におけるパラシュート降下訓練は

危険であるため、県や読谷村は、同飛行場におけるパラシュート降下訓練の廃止と同施設の返還を

強く要請してきた。

平成８年12月のＳＡＣＯ最終報告において、読谷補助飛行場については、パラシュート降下訓練

が伊江島補助飛行場に移転され、また、楚辺通信所が移転された後に返還することが合意された。

その後、平成11年３月に伊江村がパラシュート降下訓練の受け入れを表明し、同年４月に金武町が

楚辺通信所の受け入れを表明した。なお、平成８年７月19日以降、読谷補助飛行場において、パラ

シュート降下訓練は実施されていない。

読谷村では、昭和62年７月に、用地問題の解決と同地域の開発整備の構想及び土地利用に関する

考え方を示した「読谷飛行場転用基本計画」を策定し、県としても、任意計画として「読谷飛行場
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地域開発整備基本計画（県案）」を策定した。

読谷補助飛行場の一部用地については、読谷村が公共施設用地（役場庁舎、文化センター、運動

広場、野球場等）として活用（日米地位協定第２条による一時使用）し、又、既返還地の一部にお

いて、読谷飛行場転用基本計画推進施設として、先進農業支援センターを整備中である。

(3) 県道104号線越え実弾砲撃訓練（金武町）の廃止

県道104号線は、恩納村安富祖から金武町金武までを結ぶ全長約8.1キロメートルで、そのうち約

3.7キロメートルが提供施設内に位置している。県道104号線越え実弾砲撃訓練は、県民の生活道路

を演習の度に封鎖するのみならず、演習場周辺に住宅、学校、病院等が所在し、使用される155ミ

リ榴弾砲の射程距離が30キロメートルで演習場の規模を上回っていることから、騒音や振動等、住

民生活へ悪影響を与えてきた。また、同演習場内ではしばしば山林火災が発生し、貴重な自然の破

壊や環境汚染をもたらしていることから、県は繰り返し米軍及び那覇防衛施設局に対し、同演習の

中止及び廃止を要請してきた。

ＳＡＣＯ最終報告は、平成９年度中に県道104号線越え実弾砲撃訓練を日本本土の演習場に移転

された後、同演習を取り止めることとした。平成８年８月29日、日米合同委員会は「実弾射撃訓練

の移転に関する特別作業班」の勧告を受け入れ、県道104号線越え実弾砲撃訓練の分散・実施につ

いて、矢臼別演習場（北海道）、王城寺原演習場（宮城県）、東富士演習場（静岡県）、北富士演

習場（山梨県）、日出生台演習場（大分県）の５カ所の演習場を移転先とし、訓練は年間最大４回、

合計最大35日以内とするなどの内容を承認した。これによって県道104号線越え実弾砲撃訓練は、

平成９年３月の180回目の実施を最後に、事実上廃止されることになった。



－ －88

４ 沖縄に関する特別行動委員会（ＳＡＣＯ）

(1) ＳＡＣＯ最終報告

ＳＡＣＯ最終報告（仮訳）

平成８年12月２日

池田外務大臣

久間防衛庁長官

ペリー国防長官

モンデール駐日大使

沖縄に関する特別行動委員会（ＳＡＣＯ）は、平成７年11月に、日本国政府及び米国政府によっ

て設置された。両国政府は、沖縄県民の負担を軽減し、それにより日米同盟関係を強化するために、

ＳＡＣＯのプロセスに着手した。

この共同の努力に着手するに当たり、ＳＡＣＯのプロセスの付託事項及び指針が日米両国政府に

より定められた。すなわち、日米双方は、日米安全保障条約及び関連取極の下におけるそれぞれの

義務との両立を図りつつ、沖縄県における米軍の施設及び区域を整理、統合、縮小し、また、沖縄

県における米軍の運用の方法を調整する方策について、ＳＡＣＯが日米安全保障協議委員会（ＳＣ

Ｃ）に対し勧告を作成することを決定した。このようなＳＡＣＯの作業は、１年で完了するものと

された。

平成８年４月15日に開催されたＳＣＣは、いくつかの重要なイニシアティブを含むＳＡＣＯ中間

報告を承認し、ＳＡＣＯに対し、平成８年11月までに具体的な実施スケジュールを付した計画を完

成し、勧告するよう指示した。

ＳＡＣＯは、日米合同委員会とともに、一連の集中的かつ綿密な協議を行い、中間報告に盛り込

まれた勧告を実施するための具体的な計画及び措置をとりまとめた。

本日、ＳＣＣにおいて、池田大臣、久間長官、ペリー長官及びモンデール大使は、このＳＡＣＯ

最終報告を承認した。この最終報告に盛り込まれた計画及び措置は、実施されれば、沖縄県の地域

社会に対する米軍活動の影響を軽減することとなろう。同時に、これらの措置は、安全及び部隊の

防護の必要性に応えつつ、在日米軍の能力及び即応態勢を十分に維持することとなろう。沖縄県に

おける米軍の施設及び区域の総面積（共同使用の施設及び区域を除く｡)の約21パーセント(約5,002

ヘクタール）が返還される。

ＳＣＣの構成員は、このＳＡＣＯ最終報告を承認するにあたり、一年間にわたるＳＡＣＯのプロ

セスの成功裡の結実を歓迎し、また、ＳＡＣＯ最終報告の計画及び措置の着実かつ迅速な実施を確

保するために共同の努力を継続するとの堅い決意を強調した。このような理解の下、ＳＣＣは、各

案件を実現するための具体的な条件を取り扱う実施段階における両国間の主たる調整の場として、

日米合同委員会を指定した。地域社会との所要の調整が行われる。

また、ＳＣＣは、米軍の存在及び地位に関連する諸問題に対応し、米軍と日本の地域社会との間

の相互理解を深めるために、あらゆる努力を行うとの両国政府のコミットメントを再確認した。こ

れに関連して、ＳＣＣは、主として日米合同委員会における調整を通じ、これらの目的のための努

力を継続すべきことに合意した。
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ＳＣＣの構成員は、ＳＣＣ自体と日米安全保障高級事務レベル協議（ＳＳＣ）が、前記の日米合

同委員会における調整を監督し、適宜指針を与えることに合意した。また、ＳＣＣは、ＳＳＣに対

し、最重要課題の一つとして沖縄に関連する問題に真剣に取り組み、この課題につき定期的にＳＣ

Ｃに報告するよう指示した。

平成８年４月の日米安全保障共同宣言に従い、ＳＣＣは、国際情勢、防衛政策及び軍事態勢につ

いての緊密な協議、両国間の政策調整並びにより平和的で安定的なアジア太平洋地域の安全保障情

勢に向けた努力の重要性を強調した。ＳＣＣは、ＳＳＣに対し、これらの目的を追求し、同時に、

沖縄に関連する問題に取り組むよう指示した。

土地の返還

－普天間飛行場 付属文書のとおり

－北部訓練場

以下の条件の下で、平成14年度末までを目途に、北部訓練場の過半（約3,987ヘクタール）を

返還し、また、特定の貯水池（約159ヘクタール）についての米軍の共同使用を解除する。

・北部訓練場の残余の部分から海への出入を確保するため、平成９年度末までを目途に、土地

（約38ヘクタール）及び水域（約121ヘクタール）を提供する。

・ヘリコプター着陸帯を、返還される区域から北部訓練場の残余の部分に移設する。

－安波訓練場

北部訓練場から海への出入のための土地及び水域が提供された後に、平成９年度末までを目途

に、安波訓練場（約480ヘクタール）についての米軍の共同使用を解除し、また、水域（約7,895

ヘクタール）についての米軍の共同使用を解除する。

－ギンバル訓練場

ヘリコプター着陸帯が金武ブルー・ビーチ訓練場に移設され、また、その他の施設がキャンプ

・ハンセンに移設された後に、平成９年度末までを目途に、ギンバル訓練場（約60ヘクタール）

を返還する。

－楚辺通信所

アンテナ施設及び関連支援施設がキャンプ・ハンセンに移設された後に、平成12年度末までを

目途に、楚辺通信所（約53ヘクタール）を返還する。

－読谷補助飛行場

パラシュート降下訓練が伊江島補助飛行場に移転され、また、楚辺通信所が移設された後に、

平成12年度末までを目途に、読谷補助飛行場（約191ヘクタール）を返還する。

－キャンプ桑江

海軍病院がキャンプ瑞慶覧に移設され、キャンプ桑江内の残余の施設がキャンプ瑞慶覧又は沖

縄県の他の米軍の施設及び区域に移設された後に､平成19年度末までを目途に､キャンプ桑江の大

部分（約99ヘクタール）を返還する。



－ －90

－瀬名波通信施設

アンテナ施設及び関連支援施設がトリイ通信施設に移設された後に、平成12年度末までを目途

に、瀬名波通信施設（約61ヘクタール）を返還する。ただし、マイクロ・ウェーブ塔部分(約0.1

ヘクタール）は、保持される。

－牧港補給地区

国道58号を拡幅するため、返還により影響を受ける施設が牧港補給地区の残余の部分に移設さ

れた後に、同国道に隣接する土地（約３ヘクタール）を返還する。

－那覇港湾施設

浦添埠頭地区（約35へクタール）への移設と関連して、那覇港湾施設（約57ヘクタール）の返

還を加速化するため最大限の努力を共同で継続する。

－住宅統合（キャンプ桑江及びキャンプ瑞慶覧）

平成19年度末までを目途に、キャンプ桑江及びキャンプ瑞慶覧の米軍住宅地区を統合し、これ

らの施設及び区域内の住宅地区の土地の一部を返還する。（キャンプ瑞慶覧については約83ヘク

タール、さらにキャンプ桑江については35ヘクタールが、それぞれ住宅統合により返還される。

このキャンプ桑江についての土地面積は、上記のキャンプ桑江の項の返還面積に含まれている｡)

訓練及び運用の方法の調整

－県道104号線越え実弾砲兵射撃訓練

平成９年度中にこの訓練が日本本土の演習場に移転された後に、危機の際に必要な砲兵射撃を

除き、県道104号線越え実弾砲兵射撃訓練を取り止める。

－パラシュート降下訓練

パラシュート降下訓練を伊江島補助飛行場に移転する。

－公道における行軍

公道における行軍は既に取り止められている。

騒音軽減イニシアティヴの実施

－嘉手納飛行場及び普天間飛行場における航空機騒音規制措置

平成８年３月に日米合同委員会により発表された嘉手納飛行場及び普天間飛行場における航空

機騒音規制措置に関する合意は、既に実施されている。

－ＫＣ－１３０ハーキュリーズ航空機及びＡＶ－８ハリアー航空機の移駐

現在普天間飛行場に配備されている12機のＫＣ－１３０航空機を、適切な施設が提供された後、

岩国飛行場に移駐する。岩国飛行場から米国への14機のＡＶ－８航空機の移駐は完了した。

－嘉手納飛行場における海軍航空機及びＭＣ－１３０航空機の運用の移転

嘉手納飛行場における海軍航空機の運用及び支援施設を、海軍駐機場から主要滑走路の反対側
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に移転する。これらの措置の実施スケジュールは、普天間飛行場の返還に必要な嘉手納飛行場に

おける追加的な施設の整備の実施スケジュールを踏まえて決定される。嘉手納飛行場におけるＭ

Ｃ－１３０航空機を平成８年12月末までに海軍駐機場から主要滑走路の北西隅に移転する。

－嘉手納飛行場における遮音壁

平成９年度末までを目途に、嘉手納飛行場の北側に新たな遮音壁を建設する。

－普天間飛行場における夜間飛行訓練の運用の制限

米軍の運用上の即応態勢と両立する範囲内で、最大限可能な限り、普天間飛行場における夜間

飛行訓練の運用を制限する。

地位協定の運用の改善

－事故報告

平成８年12月２日に発表された米軍航空機事故の調査報告書の提供手続に関する新しい日米合

同委員会合意を実施する。

さらに、良き隣人たらんとの米軍の方針の一環として、米軍の部隊・装備品等及び施設に関係

する全ての主要な事故につき、日本政府及び適当な地方公共団体の職員に対して適時の通報が確

保されるようあらゆる努力が払われる。

－日米合同委員会合意の公表

日米合同委員会合意を一層公表することを追求する。

－米軍の施設及び区域への立入

平成８年12月２日に日米合同委員会により発表された米軍の施設及び区域への立入に関する新

しい手続を実施する。

－米軍の公用車両の表示

米軍の公用車両の表示に関する措置についての合意を実施する。全ての非戦闘用米軍車両には

平成９年１月までに、その他の全ての米軍車両には平成９年10月までに、ナンバー・プレートが

取り付けられる。

－任意自動車保険

任意自動車保険に関する教育計画が拡充された。さらに、米側は、自己の発意により、平成９

年１月から、地位協定の下にある全ての人員を任意自動車保険に加入させることを決定した。

－請求に対する支払い

次の方法により、地位協定第18条６項の下の請求に関する支払い手続を改善するよう共同の努

力を行う。

・前払いの請求は、日米両国政府がそれぞれの手続を活用しつつ、速やかに処理し、また、評価

する。前払いは、米国の法令によって認められる場合には常に、可能な限り迅速になされる。

・米側当局による請求の最終的な裁定がなされる前に、日本側当局が、必要に応じ、請求者に対

し無利子の融資を提供するとの新たな制度が、平成９年度末までに導入される。

・米国政府による支払いが裁判所の確定判決による額に満たない過去の事例は極めて少ない。し
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かし、仮に将来そのような事例が生じた場合には、日本政府は、必要に応じてその差額を埋め

るため、請求者に対し支払いを行うよう努力する。

－検疫手続

12月２日に日米合同委員会により発表された更改された合意を実施する。

－キャンプ・ハンセンにおける不発弾除去

キャンプ・ハンセンにおいては、米国における米軍の射場に適用されている手続と同等のもの

である米海兵隊の不発弾除去手続を引き続き実施する。

－日米合同委員会において、地位協定の運用を改善するための努力を継続する。

普天間飛行場に関するＳＡＣＯ最終報告（仮訳）

（この文書は、ＳＡＣＯの最終報告の不可分の一部をなすものである。）

於 東京

平成８年12月２日

１．はじめに

(a) 平成８年12月２日に開催された日米安全保障協議委員会（ＳＣＣ）において、池田外務大臣、

久間防衛庁長官、ペリー国防長官及びモンデール大使は、平成８年４月15日の沖縄に関する特別

行動委員会（ＳＡＣＯ）中間報告及び同年９月19日のＳＡＣＯ現状報告に対するコミットメント

を再確認した。両政府は、ＳＡＣＯ中間報告を踏まえ、普天間飛行場の重要な軍事的機能及び能

力を維持しつつ、同飛行場の返還及び同飛行場に所在する部隊・装備等の沖縄県における他の米

軍施設及び区域への移転について適切な方策を決定するための作業を行ってきた。ＳＡＣＯ現状

報告は、普天間に関する特別作業班に対し、３つの具体的代替案、すなわち (1)ヘリポートの嘉

手納飛行場への集約、(2) キャンプ・シュワブにおけるヘリポートの建設、並びに (3)海上施設

の開発及び建設について検討するよう求めた。

(b) 平成８年12月２日、ＳＣＣは、海上施設案を追求するとのＳＡＣＯの勧告を承認した。海上施

設は、他の２案に比べて、米軍の運用能力を維持するとともに、沖縄県民の安全及び生活の質に

も配意するとの観点から、最善の選択であると判断される。さらに、海上施設は、軍事施設とし

て使用する間は固定施設として機能し得る一方、その必要性が失われたときには撤去可能なもの

である。

(c) ＳＣＣは、日米安全保障高級事務レベル協議（ＳＳＣ）の監督の下に置かれ、技術専門家のチ

ームにより支援される日米の作業班（普天間実施委員会（ＦＩＧ：Futenma Implementation

Group）と称する。）を設置する。ＦＩＧは、日米合同委員会とともに作業を進め、遅くとも平

成９年12月までに実施計画を作成する。この実施計画についてＳＣＣの承認を得た上で、ＦＩＧ

は、日米合同委員会と協力しつつ、設計、建設、試験並びに部隊・装備等の移転について監督す

る。このプロセスを通じ、ＦＩＧはその作業の現状について定期的にＳＳＣに報告する。

２．ＳＣＣの決定

(a) 海上施設の建設を追求し、普天間飛行場のヘリコプター運用機能の殆どを吸収する。この施設

の長さは約1,500メートルとし、計器飛行への対応能力を備えた滑走路（長さ約1,300メートル）、

航空機の運用のための直接支援、並びに司令部、整備、後方支援、厚生機能及び基地業務支援等
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の間接支援基盤を含む普天間飛行場における飛行活動の大半を支援するものとする。海上施設は、

ヘリコプターに係る部隊・装備等の駐留を支援するよう設計され、短距離で離発着できる航空機

の運用をも支援する能力を有する。

(b) 岩国飛行場に12機のＫＣ－１３０航空機を移駐する。これらの航空機及びその任務の支援のた

めの関連基盤を確保すべく、同飛行場に追加施設を建設する。

(c) 現在の普天間飛行場における航空機、整備及び後方支援に係る活動であって、海上施設又は岩

国飛行場に移転されないものを支援するための施設については、嘉手納飛行場において追加的に

整備を行う。

(d) 危機の際に必要となる可能性のある代替施設の緊急時における使用について研究を行う。この

研究は、普天間飛行場から海上施設への機能移転により、現有の運用上の柔軟性が低下すること

から必要となるものである。

(e) 今後５乃至７年以内に、十分な代替施設が完成し運用可能になった後、普天間飛行場を返還す

る。

３．準拠すべき方針

(a) 普天間飛行場の重要な軍事的機能及び能力は今後も維持することとし、人員及び装備の移転、

並びに施設の移設が完了するまでの間も、現行水準の即応性を保ちつつ活動を継続する。

(b) 普天間飛行場の運用及び活動は、最大限可能な限り、海上施設に移転する。海上施設の滑走路

が短いため同施設では対応できない運用上の能力及び緊急事態対処計画の柔軟性（戦略空輸、後

方支援、緊急代替飛行場機能及び緊急時中継機能等）は、他の施設によって十分に支援されなけ

ればならない。運用、経費又は生活条件の観点から海上施設に設置することが不可能な施設があ

れば、現存の米軍施設及び区域内に設置する。

(c) 海上施設は、沖縄本島の東海岸沖に建設するものとし、桟橋又はコーズウェイ（連絡路）によ

り陸地と接続することが考えられる。建設場所の選定においては、運用上の所要、空域又は海上

交通路における衝突の回避、漁船の出入、環境との調和、経済への影響、騒音規制、残存性、保

安、並びに他の米国の軍事施設又は住宅地区への人員アクセスについての利便性及び受入可能性

を考慮する。

(d) 海上施設の設計においては、荒天や海象に対する上部構造物、航空機、装備及び人員の残存性、

海上施設及び当該施設に所在するあらゆる装備についての腐食対策・予防措置、安全性、並びに

上部構造物の保安を確保するため、十分な対策を盛り込むこととする。支援には、信頼性があり、

かつ、安定的な燃料供給、電気、真水その他のユーティリティ及び消耗資材を含めるものとする。

さらに、海上施設は、短期間の緊急事態対処活動において十分な独立的活動能力を有するものと

する。

(e) 日本政府は、日米安全保障条約及び地位協定に基づき、海上施設その他の移転施設を米軍の使

用に供するものとする。また、日米両政府は、海上施設の設計及び取得に係る決定に際し、ライ

フ・サイクル・コストに係るあらゆる側面について十分な考慮を払うものとする。

(f) 日本政府は、沖縄県民に対し、海上施設の構想、建設場所及び実施日程を含めこの計画の進捗

状況について継続的に明らかにしていくものとする。

４．ありうべき海上施設の工法

日本政府の技術者等からなる「技術支援グループ」（ＴＳＧ）は、政府部外の大学教授その他の

専門家からなる「技術アドバイザリー・グループ」（ＴＡＧ）の助言を得つつ、本件について検討

を行ってきた。この検討の結果、次の３つの工法がいずれも技術的に実現可能とされた。

(a) 杭式桟橋方式（浮体工法）：海底に固定した多数の鋼管により上部構造物を支持する方式。
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(b) 箱（ボンツーン）方式：鋼製の箱形ユニットからなる上部構造物を防波堤内の静かな海域に設

置する方式。

(c) 半潜水（セミサブ）方式：潜没状態にある下部構造物の浮力により上部構造物を波の影響を受

けない高さに支持する方式。

５．今後の段取り

(a) ＦＩＧは、ＳＣＣに対し海上施設の建設のための候補水域を可能な限り早期に勧告するととも

に、遅くとも平成９年12月までに詳細な実施計画を作成する。

この計画の作成に当たり、構想の具体化・運用所要の明確化、技術的性能諸元及び工法、現地

調査、環境分析、並びに最終的な構想の確定及び建設地の選定という項目についての作業を完了

することとする。

(b) ＦＩＧは、施設移設先において、運用上の能力を確保するため、施設の設計、建設、所要施設

等の設置、実用試験及び新施設への運用の移転を含む段階及び日程を定めるものとする。

(c) ＦＩＧは、定期的な見直しを行うとともに、重要な節目において海上施設計画の実現可能性に

ついて所要の決定を行うものとする。
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ＳＡＣＯの最終報告における土地の返還等

１ 土地の返還

施設名等 区 分 施設面積 返還面積(ha) 条 件 等

(返還年度(目途))(ha)

全 部 ４８１ 海上施設の建設を追求（規模1,500ｍ等）普天間飛行場 ４８１

岩国飛行場に12機のKC-130を移駐等（５～７年以内）

嘉手納飛行場における追加的整備等

過 半 ７，５１３ 海への出入りのため土地約38ha及び水域北部訓練場 ３，９８７

約121haを提供（平成14年度末）

ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ着陸帯を残余の同訓練場内に移設

（４８０） （ ） （共同使用を解除）（水域7,895ha）安波訓練場 ４８０全 部

（平成9年度末）

全 部 ６０ ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ着陸帯を金武ブルー・ビーチ訓練ギンバル訓練場 ６０

場に、その他の施設をキャンプ・ハンセ（平成9年度末）

ンに移設

全 部 ５３ アンテナ施設及び関連支援施設をキャン楚辺通信所 ５３

プ・ハンセンに移設（平成12年度末）

全 部 １９１ ﾊﾟﾗｼｭｰﾄ訓練を伊江島補助飛行場に移転読谷補助飛行場 １９１

楚辺通信所を移設後返還（平成12年度末）

大部分 １０７ 海軍病院等をキャンプ瑞慶覧等に移設キャンプ桑江 ９９

（返還面積には返還合意済みの北側部分を含む）（平成19年度末）

６１ ｱﾝﾃﾅ施設等をトリイ通信施設に移設 ﾏｲｸ瀬名波通信施設 ６１ほぼ全部

ﾛｳｪｰﾌﾞ塔部分（約0.1ha）は引続き使用（平成12年度末）

一 部 ２７５ 返還に伴い影響を受ける施設を残余の施牧港補給地区 ３

設内に移設（国道拡幅に合わせ）

全 部 ５７ 浦添埠頭地区（約35ha）への移設と関連那覇港湾施設 ５７

して、返還を加速化するために共同で最

大限の努力を継続

６４８ キャンプ桑江及びキャンプ瑞慶覧に所在住宅統合 ８３

する米軍住宅を統合（平成19年度末）

５，０７５計 ９，４４６

新規提供 ▲ （那覇港湾施設35ha、北部訓練場38ha）７３

合 計 県内施設面積の約２１％減１１施設 ５，００２

２ 騒音軽減イニシアティブの実施

事 案 概 要

嘉手納飛行場における海軍駐機場の移転 海軍航空機の運用及び支援施設を、主要滑走路の反対側

に移転。MC-130航空機を主要滑走路北西隅に移転

嘉手納飛行場における遮音壁の設置 嘉手納飛行場の北側に新たな遮音壁を設置
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(2) ＳＡＣＯの進捗状況

ａ 土地の返還

(a) 普天間飛行場については、次項に別記。

(b) 北部訓練場（約7,833ヘクタール）については、ＳＡＣＯ最終報告において、ヘリコプター

着陸帯（ヘリパッド）を返還される区域から同訓練場の残余の部分に移設することを条件とし

ており、ヘリパッド移設にあたり防衛施設庁は、ヘリパッド移設候補地の選定に関する環境調

査を平成10年12月から平成12年３月までの約１年余の期間を通して実施し、平成13年１月に調

査結果を公表した。その後、この調査結果において、天然記念物や山原の固有種等、特記すべ

き動・植物の種が多数確認されたことから、自然環境への影響をより最小限にとどめることの

できる移設候補地の選定をするための環境調査を、平成15年10月まで継続して実施する予定で

ある。

(c) 安波訓練場については、共同使用が解除され、平成10年12月に返還が実現した。

(d) ギンバル訓練場について、地元金武町は、返還条件であるヘリパッドの移設先を金武ブルー

・ビーチ訓練場ではなく、キャンプ・ハンセン（山手部分）に求めている。

(e) 楚辺通信所について、金武町が平成11年４月13日に正式に受け入れを表明し、平成14年３月

１日の日米合同委員会において、移設先のキャンプ・ハンセン内にアンテナ及び関連機器の通

信システム工事の実施が合意され、平成16年５月までの予定で、移設工事が実施されている。

(f) 読谷補助飛行場については、平成11年３月24日、伊江村がパラシュート降下訓練の受け入れ

を正式に表明し、同年４月13日に金武町が楚辺通信所の受け入れを表明した。平成11年10月、

日米合同委員会において、移転のため必要となる経費負担などの所要の措置について合意がな

された。読谷補助飛行場の返還については、楚辺通信所の移設と連動するため、楚辺通信所の

返還と同時期の平成17年５月頃になる見込みである。

(g) キャンプ桑江の海軍病院の移設については、移設先の宜野湾市が、平成12年７月27日に、キ

ャンプ瑞慶覧内の普天間地区への受け入れを表明した。

(h) 瀬名波通信施設については、地主は継続使用を求め、移設先であるトリイ通信施設の楚辺区

住民も反対している状況にあったが、平成12年８月17日に開催された楚辺区区民総会において、

移設が了承された。これを受け読谷村長から、地元の意向を尊重するとの発言があった。平成

14年３月１日の日米合同委員会において、アンテナ等を含む通信システム、管理・運用施設及

び付帯施設をトリイ通信施設内に移設することを条件に、マイクロ・ウエーブ塔部分の土地を

除く瀬名波通信施設の大部分（約61ヘクタール）を、日本政府に返還することが合意された。

(i) 牧港補給地区（国道拡幅部分）は、現在、国道58号の渋滞を緩和するため、拡幅計画を含め

た検討がなされている。

(j) 那覇港湾施設については、平成13年11月12日、浦添市長が移設受け入れを表明した。

平成13年11月16日、国、県及び地元自治体の間の協議の場として、「那覇港湾施設移設に関

する協議会」、「那覇港湾施設移設受入に関する協議会」及び「県都那覇市の振興に関する協

議会」の三つの協議会が国により設置され、移設に関連する諸措置、移設受け入れに係る諸措

置及び跡地利用を円滑に進める等の観点からの県都那覇市の振興事業について、移設が円滑に

進められるよう協議しているところである。

平成15年１月23日の第４回「那覇港湾施設移設に関する協議会」において、防衛施設庁が提

示した那覇港湾施設の代替施設の位置及び形状案について、県、那覇市及び浦添市が了承した。

代替施設については、那覇港港湾計画に参考掲載することになった。また、防衛施設庁は、那

覇港湾施設の移設に当たり、代替施設は現有の那覇港湾施設の機能を確保することを目的とし

ていることを明らかにした。

「那覇港湾施設移設受入に関する協議会」では、これまで、浦添市によるＳＡＣＯ交付金を
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活用した牧港児童センター整備事業、消防訓練塔整備事業、浦添運動公園陸上競技場改修事業、

仲西中学校運動場夜間照明等整備事業、（仮称）浦添児童センター建設事業などの事業やＳＡ

ＣＯ補助金を活用した教育文化施設整備事業、まちなと公園整備事業などの事業の実施につい

て協議が行われた。

「県都那覇市の振興に関する協議会」では、これまで、奥武山公園の野球場と陸上競技場の

整備についての那覇市に対する国の支援等について協議が行われた。

(k) キャンプ桑江・キャンプ瑞慶覧にかかる住宅統合については、平成11年４月の日米合同委員

会において、一部移設の第１段階として、キャンプ瑞慶覧内のゴルフ・レンジ地区に、136戸

の住宅（高層住宅２棟）及び関連施設を移設・整備することが合意され、地元北谷町及び北中

城村が受け入れの意向を表明した。その後、平成14年２月７日の日米合同委員会で、住宅統合

の第２段階措置として、キャンプ瑞慶覧内のサダ地区において、330戸の住宅（内訳：高層住

宅２棟136戸及び低層住宅194戸）及びその関連施設を移設・整備することが合意され、平成14

年６月23日の同委員会で、第１段階のゴルフ・レンジ地区136戸が、米側に提供されることが

合意された。

ｂ 訓練及び運用の方法の調整

(a) 県道104号線越え実弾砲兵射撃訓練については、同訓練の本土移転が合意実施されたことか

ら、平成９年３月27日以降、沖縄での訓練は事実上廃止された。

(b) パラシュート降下訓練については、移転先の伊江村が平成11年３月24日に受け入れを表明し、

平成12年７月１日以降の訓練から日本側が経費を負担し、伊江島補助飛行場で訓練が実施され

ている。

(c) 公道における行軍については、既に取り止められている。

ｃ 騒音軽減イニシアティブの実施

(a) 航空機騒音規制措置については、平成８年３月28日の日米合同委員会において、嘉手納飛行

場及び普天間飛行場における航空機騒音規制措置に関する合意がなされた。しかし、依然とし

て騒音が発生している状況がある。

(b) ＫＣ－１３０及びＡＶ－８航空機の移駐については、普天間飛行場に配備されている12機の

ＫＣ－１３０航空機の岩国飛行場への移駐は、普天間移設の関係でまだ実現していない。なお、

岩国飛行場から米国へのＡＶ－８航空機14機の移駐については、既に完了している。

(c) 海軍航空機及びＭＣ－１３０航空機の運用の移転のうち、嘉手納飛行場における海軍航空機

の運用及び支援施設の移転については、普天間移設の関係でまだ実現していない。ＭＣ－１３

０航空機については、平成８月12月、海軍駐機場から主要滑走路の北西隅に移転している。

(d) 嘉手納飛行場の遮音壁については、平成10年３月26日の日米合同委員会において実施が合意

され、平成10年５月より工事に着手し、平成12年12月20日の同委員会で、米軍へ提供すること

が合意された。

(e) 普天間飛行場における夜間飛行訓練の運用の制限が合意されたが、依然として騒音が発生し

ている状況がある。

ｄ 地位協定の運用の改善

(a) 事故報告については、平成８年12月２日の日米合同委員会において、米軍航空機事故の調査

報告書の提供手続きに関する合意がなされた。また、平成９年３月31日の日米合同委員会にお

いて、事件・事故の通報体制の整備が合意された。

(b) 日米合同委員会合意の公表については、一層公表することを追求するとされた。
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(c) 米軍の施設及び区域への立入については、平成８年12月２日の日米合同委員会において、立

入に関する新しい手続きを実施することが合意された。

(d) 米軍の公用車両の表示については、同措置についての合意が実施された。

(e) 任意自動車保険については、平成９年１月から地位協定の下にある全ての人員を、任意自動

車保険に加入させることが決定された。

(f) 支払いについては、地位協定第18条６項米軍人等が公務外で起こした事件に関する慰謝料の

の請求に関する支払い手続きを改善するよう共同の努力を行うとされた。

(g) 検疫手続きについては、平成８年12月２日の日米合同委員会において、合衆国の船舶又は航

空機が提供されていない飛行場に着くときは、日本国による検疫を受けるなど、人、動物及び

植物の検疫に関する合意がなされた。

(h) キャンプ・ハンセンにおける不発弾除去については、米国における米軍の射場に適用されて

いる手続きと同等のものである米海兵隊の不発弾除去手続きが実施されるとされた。
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５ 普天間飛行場返還問題

(1) 背景と経緯

普天間飛行場は、市街地の中心部にあって、地域の振興開発を妨げているだけでなく、航空機の

離発着訓練や民間地域上空でのヘリコプターの旋回訓練等が行われるなど、住民生活や教育環境に

極めて深刻な影響を与えている。さらに、本県の振興開発を進めていく上で普天間飛行場の跡地利

用は極めて重要であることから、地域住民をはじめ県民から早期返還を望む声が高まり、宜野湾市

及び沖縄県はこれまであらゆる機会を通して、日米両政府にその返還を強く求めてきた。

平成７年11月、沖縄県の米軍基地問題に対する国内外の世論の高まりを背景に、沖縄の米軍基地

の整理・縮小について日米両国間で協議する「沖縄に関する特別行動委員会（ＳＡＣＯ）」が設置

され、日米両政府は、沖縄の米軍基地の整理・縮小や訓練及び運用の方法を調整する方策等につい

て精力的に取り組むことになった。ＳＡＣＯは、平成８年４月に中間報告を、同年12月に最終報告

を発表し、普天間飛行場に関しては、５年乃至７年以内に十分な代替施設が完成し、運用可能にな

った後、全面的に返還すること、代替施設として海上施設を沖縄本島東海岸沖に建設すること等に

ついて合意した。

政府は、平成９年11月にキャンプ・シュワブ沖での調査結果等を踏まえ、「普天間飛行場代替海

上ヘリポート基本案」を沖縄県や名護市、沖縄県漁業協同組合長会に提示した。同年12月、地元名

護市において海上ヘリポート建設の是非を問う市民投票が実施され、建設に反対する票が賛成票を

上回った。その経過の中で、当時の比嘉名護市長は、海上ヘリポート建設を受け入れることを表明

して市長を辞職、その後、平成10年２月に行われた名護市長選挙で、前市長の推す岸本建男氏が当

選した。名護市長選挙中に、当時の大田知事は政府の示した「普天間飛行場代替海上ヘリポート基

本案」について受入拒否を表明した。

平成10年11月、任期満了に伴う県知事選挙が行われ、軍民共用空港案を公約に掲げた稲嶺惠一氏

が当選した。稲嶺知事は、普天間飛行場の移設について、県民の財産となる新空港の建設、一定期

間に限定しての軍民共用、臨空型の産業振興や特段の配慮をした振興開発をセットするという方針

を県議会等で表明し、普天間飛行場返還問題の早期解決に向けて積極的に取り組むことが示された。

平成11年３月１日、総務部知事公室に「普天間飛行場・那覇港湾施設返還問題対策室」が設置さ

れ、普天間飛行場の県内移設に向けた具体的な取り組みを開始した。

県は、普天間飛行場の早期返還の実現を図るため、様々な観点から移設候補地について検討し、

総合的に判断した結果、平成11年11月22日に「キャンプ・シュワブ水域内名護市辺野古沿岸域」を

選定するとともに、移設候補地が所在する名護市に理解と協力をお願いした。また、同年11月25日、

国に対し移設に当たっての県の考え方を提示した。

平成11年12月27日に、名護市長が普天間飛行場代替施設に係る受け入れを表明し、また、翌12月

28日には、県と名護市の要望を踏まえ、代替施設について軍民共用空港を念頭に整備を図ることな

どを盛り込んだ「普天間飛行場の移設に係る政府方針」が閣議決定された。

「普天間飛行場の移設に係る政府方針」に基づき、平成12年８月には国、県、名護市、宜野座村

及び東村で構成される「代替施設協議会」が設置され、基本計画の策定に向けた具体的な作業が進

められることとなった。

普天間飛行場代替施設については、９回にわたる代替施設協議会を経て、平成14年７月29日、リ

ーフ上を埋め立てて2,000ｍの滑走路を有する代替施設の建設等を内容とする基本計画が決定され

た。

平成15年１月、普天間飛行場代替施設について、地域の住民生活及び自然環境に著しい影響を及

ぼすことのないよう最大限の努力を行いつつその円滑な建設を推進することを目的とする代替施設

建設協議会が設置された。
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(2) 普天間飛行場移設候補地の選定

① 選定に当たっての基本的考え方

移設候補地の選定に当たっては、下記の４項目の基本方針を設定し、候補地の選定作業を行っ

た。候補地は空港の立地が可能と思われる７ヶ所を選定し、運航空域条件、社会条件、建設条件、

自然条件等について検討した。その結果、移設候補地を２ヶ所に絞り込み、最終的には、運行空

域確保の問題、騒音の問題、アクセスの問題等様々な観点から検討した結果、総合的に判断し、

「キャンプ・シュワブ水域内名護市辺野古沿岸域」が適切であるとの結論に達した。

ア 米軍基地の整理・縮小を図るものであること。

イ 住民の安全が確保され、騒音等の影響が軽減されること。

ウ 建設される空港は、民間航空機が就航できる滑走路を有するもので、将来にわたって地域及

び県民の財産となるものであること。

エ 県土の均衡ある発展を図る観点から地域の活性化に資するもので、県民の利益につながるも

のであること。

② 選定理由

ア 米軍基地の整理・縮小が図られること。

現在の普天間飛行場を縮小し、既存の米軍施設・区域内に移設することにより、沖縄の米軍

施設・区域の面積を確実に縮小でき、県民の希望する基地の整理・縮小を着実に進めることが

できる。

イ 騒音の影響を比較的小さくすることができること。

航空機の離発着時において、集落への騒音を軽減できる。また、海域に飛行訓練ルートを設

定することにより、移設先及び周辺地域への騒音の影響を軽減できる。

ウ 地域振興の促進に寄与することができること。

(ｱ) 地域の経済振興を図ることができる。

当該地域は、一定規模以上の空港の立地が可能であり、軍民共用空港を設置することによ

り、新たな航空路の開設や空港機能を活用した産業の誘致など地域経済発展の拠点を形成す

ることができ、移設先及び周辺地域はもとより北部地域の自立的発展と振興につながり、ひ

いては県土の均衡ある発展を実現することができる。

(ｲ) 空港整備による交通ネットワークの形成が期待できる。

当該地域は、国道329号と沖縄自動車道が近接し、沖縄本島西側と中南部地域を連結して

いる。新たな空港の整備に伴い、高規格道路の北部延伸など新たな道路を整備することによ

り、空港を中心とした交通ネットワークが形成され、空港活用の利便性の向上や地域の活性

化を図ることができる。

(3) 普天間飛行場の移設に当たって整備すべき条件

本県は、沖縄戦の悲惨な体験、戦後の米国統治を経て、今なお全国の米軍専用施設面積の約75％

が集中している現状から、県民には平和志向が根づいており、県民の大多数は、米軍基地の整理・

縮小を強く望んでいる。

県としてはこのような県民の意志を踏まえ、沖縄の米軍基地の整理・縮小を促進するためには、

普天間飛行場の代替施設を受け入れる移設先及び周辺地域住民の理解とその負担に応えられる条件

を整備するとともに、返還跡地の有効活用を図ることが重要であると考えている。

したがって、普天間飛行場の移設に当たっては、国において、次に掲げる事項について具体的な

方策が講じられ、国民的理解のもとに着実に負担の軽減が実現される必要がある。

ア 普天間飛行場の移設先及び周辺地域の振興、並びに跡地利用については、実施体制の整備、行
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財政上の措置について立法等を含め特別な対策を講じること。

イ 代替施設の建設については、必要な調査を行い、地域住民の生活に十分配慮するとともに自然

環境への影響を極力少なくすること。

ウ 代替施設は、民間航空機が就航できる軍民共用空港とし、将来にわたって地域及び県民の財産

となり得るものであること。

エ 米軍による施設の使用については、15年の期限を設けることが、基地の整理・縮小を求める県

民感情からして必要であること。

(4) 普天間飛行場移設問題の取り組み状況及び課題

① 15年使用期限について

普天間飛行場は、市街地の中心部にあり、市民生活に深刻な影響を与えていることから、その

早期返還を県政の重要課題として取り組んでいる。

15年の使用期限については、戦後日本の平和と経済繁栄の中で、沖縄が58年間にわたり過重な

基地負担をしてきている状況に鑑み、基地の固定化を避け、基地の整理・縮小を求める県民感情

から、使用期限を設け、国に強く求めているものである。

普天間飛行場代替施設の15年使用期限問題については、県が移設に当たって整備すべき条件と

し、また、名護市が受け入れ条件としていることから、着工までには政府から一定の方向性が示

されなければならないと考えている。

県としては、政府に対し、沖縄の米軍基地問題を国民全体としてどのように負担していくこと

が等しく負担することになるのかを真剣に考えてもらいたいこと、過重な基地負担をしている沖

縄の状況を理解し、基地の提供責任者として、その解決に向けて努力してもらいたことを要望し

ているところであり、引き続き、その解決を強く求めていく考えである。

② 代替施設協議会について

普天間飛行場代替施設の基本計画策定に必要な事項について協議する代替施設協議会は平成12

年８月25日に設置され、平成14年７月29日までに計９回開催された。第１回から第６回までの協

議会においては、軍民共用飛行場としての民間機能の位置づけ、建設地点の地形・生物分布等の

状況、航空機騒音等の生活環境への影響、ジュゴンの予備的調査や珊瑚・藻場等の補足調査の結

果報告のほか、代替施設の規模や具体的な検討に当たっての留意事項などについて意見交換を行

った。

第７回協議会では、政府から３工法８案について報告があり、第８回協議会では、県、名護市、

東村及び宜野座村の意向等を踏まえて、具体的建設場所、規模、工法等に関する「代替施設基本

計画主要事項に係る取り扱い方針」が了承された。

平成14年７月29日の第９回協議会においては、代替施設の規模、工法、具体的建設場所及び環

境対策を定めた基本計画案が決定された。

③ 代替施設建設協議会について

平成15年１月、政府、県、名護市、東村及び宜野座村で構成する代替施設建設協議会が設置さ

れた。

この協議会は、平成11年12月に閣議決定された「普天間飛行場の移設に係る政府方針」及び県

や名護市等の要望に基づくものであり、環境影響評価、設計、施工等代替施設の建設に係る事業

及び「代替施設の使用協定に係る基本合意書」に基づく取組みの進捗状況について報告を受ける

とともに、これに関連して所要の協議を行うこととしている。

県としては、本協議会を通して政府や地元地方公共団体と緊密に協議していきたいと考えてい

る。

④ 実務者連絡調整会議について
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実務者連絡調整会議は、代替施設協議会における名護市長の要望を踏まえて平成12年11月21日

に国が設置したものである。同調整会議は、国、県及び名護市の実務者レベルで、閣議決定に盛

り込まれている代替施設の使用に関する協定及び名護市内の既存の米軍施設・区域に係る事項に

ついて協議することを目的としており、これまで７回開催されている。

第１回会議から第３回会議までは、協議の進め方について話し合われ、先に名護市内の既存の

米軍施設・区域に関する事項について協議することが確認された。第４回会議は、爆発物処理場

の移設先調査の検討結果の報告がなされた。

第５回会議においては、キャンプ・シュワブ内の爆発物処理場の騒音等の被害について軽減策

が提示され、これを了承し、第６回会議においては、辺野古弾薬庫の危険区域の問題、キャンプ

・シュワブの兵站地区に現存するヘリポートの普天間飛行場代替施設への移設、また、大浦湾上

空におけるヘリコプター飛行訓練に係る騒音及びキャンプ・シュワブから他の施設への移動に係

るヘリコプター騒音の実態調査について協議されたところである。

普天間飛行場代替施設の使用協定については、平成14年７月29日、第７回実務者連絡調整会議

において、国、県、名護市の三者により基本的事項についての合意がなされたところであり、同

日開催された代替施設協議会の終了後、「代替施設の使用協定に係る基本合意書」に沖縄及び北

方対策担当大臣、防衛庁長官、外務大臣、名護市長とともに知事も署名を行った。

今後は、①環境影響評価など代替施設の整備の進展を踏まえつつ、合意書を基に協議を進める、

②工事着工までに代替施設の使用に係る措置の内容を明確にする、③供用開始までに協定を締結

する、と段階的に進められるものと考えている。

県としては、名護市が求めている使用協定について、地元住民が懸念している諸課題の解決が

図れるよう、名護市と連携して取り組んでいく必要があると考えている。
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６ 沖縄の米軍基地問題に関する主な協議機関

(1) 安全保障問題等に関する日米両政府間の主な協議機関

日本の安全保障の問題等に関する日米間の主な協議機関としては、日本国とアメリカ合衆国との

間の相互協力及び安全保障条約（昭和35年１月19日）（以下「安保条約」という。）に基づき、安

全保障協議委員会（以下、本節において「ＳＣＣ」という。）（安保条約第４条に基づく）、ＳＣ

Ｃの監督の下に設置された安全保障事務レベル協議（以下、本節において「ＳＳＣ」という｡)（安

保条約第４条に基づく）、日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第６条に基

づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定（昭和35年６月23日）（以

下、本節において「日米地位協定」という。）第25条に基づく日米合同委員会等がある（詳しくは

「資料編」参照）。

また、沖縄における米軍施設・区域の整理・統合・縮小の促進と航空機騒音等、基地から派生す

る諸問題による県民の負担軽減のため、ＳＣＣの下に「沖縄に関する特別行動委員会（以下、本節

において「ＳＡＣＯ」という。）」を平成７年11月に設置し、技術専門家のチームにより支援され

る日米の作業班として、普天間実施委員会（以下、本節において「ＦＩＧ」という。）を平成９年

１月に設置した。

なお、ＳＡＣＯは、平成８年12月２日にＳＣＣに対し、沖縄県における米軍の施設及び区域を整

理、統合、縮小し、また、米軍の運用の方法を調整する方策についての最終報告を行い、その役割

を終了した。

ＳＡＣＯの後継機関としては、その役割をＳＳＣが引き継ぐこととされており、ＳＡＣＯ最終報

告による各案件を実現するための具体的な条件を取り扱う実施段階における日米両国間の協議につ

いては、「日米合同委員会」で行われることとなっている。

(2) 沖縄の米軍基地問題に関する国・県間の主な協議機関

沖縄の米軍基地問題に関する国と県との間の主な協議機関としては、ＳＡＣＯの設置に伴い「沖

縄米軍基地問題協議会」が平成７年11月に、ＦＩＧの設置に伴い「普天間飛行場等の返還に係る諸

問題解決のための作業委員会（タスクフォース）」が平成８年５月に設置された。また、普天間飛

行場代替施設の基本計画策定に必要な事項について協議するため「代替施設協議会」が平成12年８

月に設置され、９回にわたる協議を経て、平成14年７月、普天間飛行場代替施設の基本計画（案）

を了承し、その役割を終えた。県内の跡地利用の促進を図るための調整機関として「跡地対策協議

会」が平成14年９月に設置され、また、普天間飛行場代替施設について、地域の住民生活及び自然

環境に著しい影響を及ぼすことのないよう最大限の努力を行いつつその円滑な建設を推進するため

「代替施設建設協議会」が平成15年１月に設置された（詳しくは「資料編」参照）。
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７ 沖縄の米軍基地問題に関する主な国会決議・閣議決定

沖縄の米軍基地については、昭和47年５月の日本復帰に際し、すみやかな整理縮小の措置をとるべ

き旨の国会決議がなされたが、戦後58年余を経た今日においても基地の整理縮小は進まず、依然とし

て、在日米軍専用施設面積の約75％が沖縄県に集中している。

こうした状況の中で、平成７年９月に発生した米軍人による少女暴行事件やそれに続く県民総決起

大会、さらには同年９月以降の駐留軍用地の強制使用に係る知事の代理署名拒否等は、沖縄の米軍基

地問題に対するかつてないほどの国内外の高い関心を集めることとなった。

政府はこうした沖縄の米軍基地問題に対する国内外の関心の高まりを背景にその解決に真剣に取り

組むこととなり、平成７年11月には「沖縄に関する特別行動委員会（ＳＡＣＯ）」と「沖縄米軍基地

問題協議会」を、また、平成８年５月には「普天間飛行場等の返還に係る諸問題解決のための作業委

員会」を設置した。沖縄の米軍基地問題に関する国会決議や閣議決定は、こうした沖縄問題に対する

政府の積極的な取り組みの中、本県の米軍基地問題の解決や振興策に対する国会や政府の決意を示す

形で、平成７年11月以降相次いで行われている。

(1) 非核兵器ならびに沖縄米軍基地縮小に関する決議（衆議院）

（衆議院本会議 昭和46.11.24）

１．政府は、核兵器を持たず、作らず、持ち込まさずの非核三原則を遵守するとともに、沖縄返還

時に適切なる手段をもって、核が沖縄に存在しないこと、ならびに返還後も核を持ち込ませない

ことを明らかにする措置をとるべきである。

２．政府は、沖縄米軍基地についてすみやかな将来の整理縮小の措置をとるべきである。

右決議する。

(2) 沖縄米軍基地問題協議会の設置について

（平成７年11月17日 閣議決定）

１．沖縄県に所在する「日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約」第６条に基

づく施設及び区域に係る諸問題に関し協議することを目的として、沖縄米軍基地問題協議会（以

下「協議会」という。）を当分の間、設ける。

２．協議会の構成員は、外務大臣、内閣官房長官、防衛庁長官及び沖縄県知事とする。

協議会には、必要に応じ構成員以外の国務大臣等の出席を求めることができる。

３．協議会は内閣官房長官が主宰する。

４．協議会に幹事会を置く。幹事会の構成員は、内閣官房副長官（事務）、内閣官房内閣外政審議

室長、外務省北米局長、防衛庁防衛局長及び防衛施設庁長官並びに沖縄県副知事及び沖縄県政策

調整監とする。

幹事会は、内閣官房副長官（事務）が主宰する。内閣官房副長官（事務）は、必要に応じ、構

成員以外の関係行政機関の職員の出席を求めることができる。

５．協議会の庶務は、内閣官房において処理する。

６．その他協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。

(3) 沖縄県における米軍の施設・区域に関連する問題の解決促進について

（平成８年４月16日 閣議決定）

１．日米両国政府は、我が国に所在する米軍の施設及び区域の多くが沖縄県に集中していることに

留意し、これに関連する諸問題の検討を行うため、昨年11月、日米安全保障協議委員会の下に沖

縄における施設及び区域に関する特別行動委員会を設置した。両国政府は、爾来、日米安全保障
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条約の目的達成との調和を図りつつ、これら施設及び区域に係る問題の改善及びその整理･統合･

縮小を実効的に進めるための方策について、真剣かつ精力的に検討を行ってきた。

昨15日に開催された日米安全保障協議委員会において、特別行動委員会から、これまでの検討

で得られた進展をまとめるものとして中間報告が行われ、了承された。

２．特別行動委員会においては、引き続き検討が重ねられ、今秋までに施設及び区域の整理･統合･

縮小についての具体的措置を含む最終的なとりまとめを行い、日米安全保障協議委員会に報告す

ることとされている。

政府としては、こうした検討を一層促進するとともに、特別行動委員会でとりまとめられる具

体的措置の的確かつ迅速な実施を確保するための方策について、法制面及び経費面を含め総合的

な観点から早急に検討を行い、十分かつ適切な措置を講ずることとする。

３．政府としては、日米安全保障条約を堅持するとの立場に立って、必要な施設及び区域の提供と

いう同条約上の義務を履行するために引き続き所要の措置をとっていくこととする。また、我が

国周辺地域において我が国の平和と安全に重要な影響を与えるような事態に対処するため、憲法

及び関係法令に従い、日米の効果的な協力態勢の構築に務めるとともに、あわせて地域的な多国

間の安全保障に関する対話・協力のために日米両国が緊密な協力を積極的に進める。

(4) 沖縄問題についての内閣総理大臣談話

（平成８年９月10日 閣議決定）

私は、過ぐる大戦において沖縄県民が受けられた大きな犠牲と、沖縄県勢の実情、そして今日ま

で沖縄県民が耐えてこられた苦しみと負担の大きさを思うとき、私たちの努力が十分なものであっ

たかについて謙虚に省みるとともに、沖縄の痛みを国民全体で分かち合うことがいかに大切である

かを痛感いたしております。

また、地位協定の見直し及び米軍基地の整理・縮小を求める今回の県民投票に込められた沖縄県

民の願いを厳粛に受けとめております。

日米安全保障条約は、日本の安全のみならず、アジア・太平洋地域の平和と安全を維持していく

上で、極めて重要な枠組みであります。米軍の施設・区域はその中心的な役割を果たすものであり、

その安定的使用を確保することが重要であると認識しております。

政府としては、普天間基地の返還・移設や県道104号線越え実弾射撃訓練の本土移転などの諸課

題について、米国と協議を進めるとともに、各地域住民の御理解と御協力を得ながら、その解決に

向けて全力を尽くしてまいります。

さらに米軍施設・区域の75％が沖縄県に集中し、住民の生活環境や地域振興に大きな影響を及ぼ

している現状を踏まえ、引き続き米国との間で米軍の施設・区域の整理・統合・縮小を推進すると

ともに、地位協定上の課題について見直しを行い、一つ一つその改善に努力してまいる考えであり

ます。

私は、今年４月のクリントン米大統領との共同宣言で明らかにしたように、今後とも、アジア情

勢の安定のための外交努力を行うとともに、米軍の兵力構成を含む軍事態勢について、継続的に米

国と協議してまいります。

豊かな自然環境や伝統、文化を生かしつつ、県土構造の再編、産業経済の振興及び生活基盤の整

備等を進め、平和で活力に満ち、潤いのある地域の実現を目指した「21世紀・沖縄のグランドデザ

イン」は、沖縄県がその願いを込めた構想であると承知いたしております。

政府としては、この構想を踏まえ、通信、空港、港湾の整備と国際経済交流、文化交流の拠点の

整備を行うとともに、自由貿易地域の拡充等による産業や貿易の振興、観光施策の新たな発掘と充

実、亜熱帯の特性に配慮し、医療、環境、農業等の分野を中心とした国際的な学術交流の推進とそ

れに伴う関連産業の振興等のプロジェクトについて沖縄県と共に検討を行い、沖縄県が地域経済と
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して自立し、雇用が確保され、沖縄県民の生活の向上に資するよう、また、我が国経済社会の発展

に寄与する地域として整備されるよう、与党の協力を得て全力を傾注してまいります。

私は、このような趣旨に沿った沖縄のための各般の施策を進めるために、特別の調整費を予算に

計上するよう大蔵大臣に検討を既に指示いたしました。

また、内閣官房長官、関係国務大臣、沖縄県知事などによって構成される沖縄政策協議会(仮称)

を設置し、沖縄に関連する基本施策について協議していただき、それを踏まえて政府として沖縄に

関連する施策の更なる充実、強化を図ってまいる所存であります。

重ねて、沖縄問題について国民の皆様の御理解と御協力をお願いするものであります。

(5) 沖縄に関する特別行動委員会の最終報告に盛り込まれた措置の実施の促進について

（平成８年12月３日 閣議決定）

１．政府は、平成８年４月15日に日米安全保障協議委員会が了承した沖縄に関する特別行動委員会

の中間報告を踏まえた本年４月16日の閣議決定「沖縄県における米軍の施設・区域に関連する問

題の解決促進について」に基づき、日米間で真剣な協議を継続するとともに、所要の措置を講じ

てきたところである。

２．昨日、日米両国政府は、日米安全保障協議委員会を開催し、特別行動委員会の最終報告を了承

した。

また、この最終報告に盛り込まれた措置に係る両国間の調整は、日米安全保障協議委員会及び

日米安全保障高級事務レベル協議で定められる方針に従い、普天間飛行場代替ヘリポート案件に

ついては日米安全保障協議委員会において設置が決定された日米間の作業部会において、その他

の案件については主として日米合同委員会においてそれぞれ処理されることとされている。

３．この最終報告は、沖縄県における米軍の施設及び区域に関する問題についての日米間の共同作

業に一つの区切りを示すものであるが、ここに盛り込まれた措置について期限を踏まえつつ着実

に実施していくためには、米国との整理が不可欠であるとともに、国内においても、引き続き政

府全体が協力して、あらゆる努力を行っていくことが必要である。

このような考え方の下、成功裡に結実したこの最終報告に盛り込まれた措置を的確かつ迅速に

実施するため、法制面及び経費面を含め、政府全体として十分かつ適切な措置を講ずることとす

る。

(6) 沖縄における基地問題並びに地域振興に関する決議

（衆議院本会議 平成９年４月22日）

本院は、本年５月の沖縄の本土復帰25年の節目にあたり、ここに改めて、長きに亘る沖縄の苦難

の歴史に思いをいたし、かつ、沖縄県民の筆舌に尽くし難い米軍基地の過重負担に対する諸施策が

極めて不十分であったことを反省する。この際、沖縄のこころをこころとして厳しく受けとめ、沖

縄問題解決へむけて最大限の努力を払う決意を表明する。

本院は、その決意に基づいて、政府に対し、沖縄が直面している諸問題の解決を図るため、引き

続き米国との協議を通じ、沖縄に関する特別行動委員会（ＳＡＣＯ）における合意事項の早期実現

を期しつつ、在沖米軍基地の整理・統合・縮小・移転等について全力で取り組む。また、アジア情

勢の安定化のための積極的な外交努力を行い、二国間および多国間安全保障対話を推進すると共に

「日米安保共同宣言」に基づきアジア・太平洋地域における米軍の兵力構成のあり方を含む軍事態

勢について日米間の協議を進めるよう求める。

さらに、沖縄県の過去の歴史と伝統的な特性を維持しつつも、経済的かつ文化的に優れた国際交

流拠点として、活力に満ちあふれた真に魅力ある地域となるよう、地元の意志を十分に尊重しつつ、

総合的かつ実効性のある大胆な改革を含めた沖縄振興策を講ずるべきである。
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右決議する。

(7) 沖縄問題の解決促進に関する件

（衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会 平成９年11月19日）

昭和47年５月、沖縄が本土に復帰して以来、沖縄の経済社会は、本土との格差是正と自立的発展

の基礎条件の整備を図ることを基本目標としたこれまでの、三次にわたる国の振興開発計画の実施

と県民の不断の努力とによって、総体としては発展してきた。

しかしながら、本土復帰後四半世紀を迎えた今日、沖縄には今なお広大な米軍施設・区域が存在

することに加え、生活・産業基盤の面でなお整備を要する諸課題が山積し、その経済社会は依然と

して厳しい状況にある。

そこで、政府は、沖縄問題を国の最重要課題の一つとして位置付け、今なお残る本土との各種の

格差是正に一層努めるとともに、自然環境の保全に十分配慮しつつ、沖縄の自立的発展のため､｢沖

縄政策協議会」で集約しつつある諸案件を着実に推進し、なかでも自由貿易地域の拡大及び必要な

規制緩和等については、一国二制度的な大胆な改革を目指し、積極的に取り組むべきである。

また、沖縄に所在する米軍施設・区域が地域振興促進の阻害要因とならないようにするため、今

後とも沖縄県民の意を体して、日米地位協定の運用をはじめ、基地の整理・縮小に最大限の努力を

傾注すべきである。

右決議する。

(8) 普天間飛行場の移設に係る政府方針

（平成11年12月28日 閣議決定）

政府においては、沖縄県における米軍施設・区域の負担を軽減するため、「沖縄に関する特別行

動委員会」（以下「ＳＡＣＯ」という）最終報告の着実な実現に向けて、全力で取り組んできたと

ころである。

ＳＡＣＯ最終報告において大きな課題となっている普天間飛行場の移設・返還について、平成11

年11月22日、沖縄県知事は移設候補地を「キャンプ・シュワブ水域内名護市辺野古沿岸域」とする

旨表明し、更に12月27日、名護市長から同飛行場代替施設に係る受け入れの表明が行われた。

こうした中で、沖縄県及び地元から、住民生活や自然環境への特別の配慮、移設先及び周辺地域

の振興、沖縄県北部地域の振興及び駐留軍用地跡地の利用の促進等の要請が寄せられてきたところ

である。

政府としては、こうした経緯及び要請に基づき、本件に係る12月17日の第14回沖縄政策協議会の

了解を踏まえつつ、今後下記（詳しくは、「資料編」参照。）の方針に基づき取り組むこととする。

(9) 日米地位協定の見直しに関する件

（衆議院外務委員会 平成13年７月10日）

本年６月29日に沖縄県北谷町で発生した在沖縄米空軍兵士が容疑者となっている女性暴行事件は

沖縄県民に大きな不安と衝撃を与え、国民も強い憤りを感じている。今年に入ってから沖縄での米

兵による女子高生に対する強制わいせつ事件、連続放火事件などの事件が相次いでいる。米軍は事

件が発生するたびに再発防止、綱紀粛正、軍人等の教育などの対策を講じてきたが、現状を見ると

十分な効果があったとは言い難い。

また、今回の事件において、日米両国政府の折衝の結果、平成７年の日米合同委員会合意に基づ

く運用改善により、起訴前の被疑者の身柄引渡しが決定されたが、引渡しの決定まで相当の時間を

要したことは国民の不信感を招くものであり、迅速な引渡しが実施されるよう手続きを含め更なる

改善が求められている。
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本委員会は、７月５日、沖縄県に委員会派遣を行い、当該事件に関する実情等調査を実施し、関

係者の意見を聴取したが、現地における住民感情は非常に厳しく、沖縄県知事及び北谷町長からは

事件・事故の再発防止のための実効性のある具体的な対策と日米地位協定の抜本的見直しを求める

強い要望があった。沖縄県からは昨年８月にも被疑者の起訴前の拘禁の移転、環境条項の新設等11

項目の日米地位協定の見直しが要請されている。

政府はこれら地方自治体や住民の思いを真摯に受けとめねばならない。政府には、これら米軍基

地に起因する様々な事件・事故等から国民の生命、財産、人権が確実に守られるよう最善の策を講

じる責任がある。

よって政府は、沖縄県など在日米軍基地を抱える関係自治体等の要望を踏まえ、国民の基本的人

権を保障している我が国の法律を駐留米軍も尊重するよう、日米地位協定の見直しをも早急に検討

し、事態の抜本的改善に取り組むべきである。

右決議する。

(10) 沖縄振興特別措置法案に対する付帯決議

（衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会 平成14年３月20日）

政府は、本法の施行に当たり、次の諸点に留意し、今後の沖縄振興の推進に遺漏なきを期すべき

である。

１．広大な米軍基地の存在等、沖縄を取りまく経済社会情勢にかんがみ、県民が安心して安全に暮

らせることが肝要であり、米兵犯罪の根絶に努めるとともに、日米地位協定の見直しの検討をも

含め、今後とも沖縄の負担軽減に全力を尽くしていくこと。

５．米軍施設・区域の整理縮小に引き続き取組み、その早期返還にあたっては環境に留意するよう

求めていくこと。

右決議する。

(11) 沖縄振興特別措置法案に対する付帯決議

（参議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会 平成14年３月29日）

政府は、本土復帰30年を迎える沖縄が、現在もなお厳しい経済社会情勢にあることにかんがみ、

沖縄の特性をいかした産業の振興や沖縄の長期的発展の基盤ともなるべき人材の育成等に重点を置

いた取組を、沖縄県や民間センター等とも連携して積極的に進めるとともに、特に、次の諸点に配

意して、適切な施策を講ずるべきである。

７．米軍施設・区域の整理縮小と基地の環境問題に引き続き取り組み、その早期返還に努めるとと

もに、米兵による事件・事故の根絶に努め、日米地位協定の見直しの検討をも含め、今後とも沖

縄の負担軽減に全力を尽くすこと。

８．沖縄における不発弾処理や旧軍飛行場用地など地元から強い要望のある戦後処理等の諸問題に

ついて引き続き検討すること。

右決議する。



－ －110

８ 訪米要請

米軍基地問題の解決促進を図るためには、日本国内ばかりではなく、米国政府、連邦議会、米軍関

係者並びに米国民に対し、直接本県の実状を伝え、基地の整理・縮小及び基地被害の防止等について

必要に応じ訴えることにより、沖縄の基地問題への理解と協力を求めていくことが重要である。本県

では以上の観点から、これまで10回（うち７回は関係市町村等の代表から成る要請団を組織）にわた

り、県知事による訪米要請活動を実施している。また、女性訪米団、沖縄・米国学者交流事業などの

訪米事業も行っている。

（昭和60年５月30日～６月20日）第１回訪米

構 成 員：西銘沖縄県知事 他

主な要請先：マイケル国務次官、ワインバーガー国防長官、ケリー海兵隊総司令官 他

主な要請内容：

(1) 基地の整理縮小について（那覇軍港、浦添宜野湾間パイプライン、普天間飛行場等）

(2) キャンプ・シュワブ、ハンセンでの実弾射撃演習の廃止について

(3) 北部ダムでの訓練の廃止について 他

（昭和63年４月17日～５月１日）第２回訪米

構 成 員：西銘沖縄県知事 他

主な要請先：ホワイトヘッド国務長官代理、カールーチ国防長官、グレイ海兵隊総司令官 他

主な要請内容：

(1) 提供施設・区域の全面的見直しについて

(2) 第１回訪米時要望事項の早期実現について

(3) リゾート開発上必要な地域に存在する施設・区域の返還について 他

（平成３年７月19日～８月４日）第３回訪米

構 成 員：大田沖縄県知事、山内読谷村長、新川沖縄市長、仲間金武町長、島袋北谷町長 他

主な要請先：アンダーソン国務次官補代理、マクデビット国防省東アジア・太平洋地区担当部長、

マンディー海兵隊総司令官 他

主な要請内容：

(1) 施設・区域の整理縮小の促進について（県知事事案、安保協事案、軍転協事案）

(2) 基地機能強化につながる施設の新設等の中止について（キャンプ・ハンセン都市型戦闘訓練施

設等）

(3) 基地被害の未然防止について（航空機騒音の軽減等） 他

（平成５年５月19日～６月５日）第４回訪米

構 成 員：大田沖縄県知事、山内読谷村長、仲間金武町長 他

主な要請先：ハバート国務省次官補代理､ペンドレイ国防省次官補代理､エラート海兵隊参謀次長 他

主な要請内容：

(1) 米軍施設・区域の整理縮小の促進について（那覇港湾施設､普天間飛行場､読谷補助飛行場等）

(2) 米軍演習の廃止と航空機騒音の軽減について（県道104号越実弾射撃演習等）

(3) 隊員の教育及び綱紀粛正の徹底について 他

（平成６年６月９日～６月22日）第５回訪米

構 成 員：大田沖縄県知事、山内読谷村長 他
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主な要請先：ハバート国務次官補代理､ウィーデマン国防次官補代理､マンディー海兵隊総司令官 他

主な要請内容：

(1) 重要課題について（那覇港湾施設、読谷補助飛行場、県道104号越実弾砲撃演習）

(2) 日米合同委員会合意施設及び振興開発上必要な施設・区域の返還について（普天間飛行場等）

(3) 米軍の活動が地域に与える悪影響や被害の軽減及び事故の未然防止について 他

（平成７年５月17日～６月２日）第６回訪米

構 成 員：大田沖縄県知事、桃原宜野湾市長、比嘉恩納村長、吉田金武町長、山内読谷村長、

宮城嘉手納町長、喜屋武北中城村長、友寄沖縄県議会議員、仲村那覇市議会議員 他

主な要請先：クリストファー国務長官（エクトン国務省日本部長）、ペリー国防長官（キャンベル国

防次官補代理）、マンディー海兵隊総司令官（ゲッツ大佐） 他

主な要請内容：

(1) 重要３事案について（那覇港湾施設、読谷補助飛行場、県道104号越実弾砲撃演習）

(2) 普天間飛行場の返還について

(3) 一部水域、空域の返還及び縮小について

(4) 米軍施設・区域の返還等について（奥間レスト・センター、キャンプ桑江の一部返還等）

(5) 諸問題の解決について（航空機騒音の軽減､事故の未然防止､環境汚染等の防止対策強化）

(6) 隊員の教育及び綱紀粛正の徹底について 他

（平成８年６月14日～６月20日）第７回訪米

構 成 員：大田沖縄県知事 他

主な要請先：ペリー国防長官、キャンベル国防次官補代理、グレン国連大学米国協議会理事長 他

主な要請内容：

(1) ＳＡＣＯ中間報告について

(2) 「国際都市形成構想」及び「基地返還アクションプログラム（素案）」について

(3) 日米連合大学院大学の誘置について 他

（平成９年４月11日～４月26日）第８回訪米

構 成 員：大田沖縄県知事、高山那覇市助役、伊芸金武町助役 他

主な要請先：オルブライト国務長官（カートマン国務次官補代理）、コーエン国防長官（クレイマー

国防次官補）、クルラック海兵隊総司令官（グレグソン計画部長） 他

主な要請内容：

(1) ｢基地返還アクションプログラム(素案)｣に基づく、米軍基地の計画的かつ段階的返還について

(2) 在沖米軍兵力の削減について

(3) 嘉手納飛行場及び普天間飛行場周辺の航空機騒音の軽減について

(4) 米軍の演習に伴う事故の未然防止と安全管理の徹底について

(5) 米軍の基地運用による自然環境破壊の防止対策の強化について 他

（平成10年５月15日～５月30日）第９回訪米

構 成 員：大田沖縄県知事、比嘉宜野湾市長、宮城浦添市長、吉田金武町長 他

主な要請先：オルブライト国務長官（デミング東アジア担当上級顧問）、コーエン国防長官（キャン

ベル国防次官補代理）、クルラック海兵隊総司令官（スティール副参謀長） 他

主な要請内容：

(1) ｢基地返還アクションプログラム(素案)｣に基づく、米軍基地の計画的かつ段階的返還について
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(2) 普天間飛行場の早期返還について

(3) 在沖米軍兵力の削減について

(4) 嘉手納飛行場及び普天間飛行場周辺の航空機騒音の軽減について

(5) 米軍の演習に伴う事故の未然防止と安全管理の徹底について

(6) 米軍の基地運用による自然環境破壊の防止対策の強化について

(7) 重国籍児の教育権の確保について 他

（平成13年５月13日～５月26日）第10回訪米

構 成 員：稲嶺沖縄県知事、岸本名護市長 他

主な要請先：パウエル国務長官、アーミテージ国務副長官、ラムズフェルド国防長官（ウォルフォビ

ッツ国防副長官）、ブレア太平洋軍総司令官 他

主な要請内容：

(1) ＳＡＣＯ合意事案の着実な実施及び更なる米軍基地の計画的、段階的な整理縮小について

(2) 普天間飛行場の移設に当たっての条件整備について

(3) 海兵隊の演習・訓練の移転及び海兵隊を含む在沖米軍兵力の削減について

(4) 日米地位協定の見直しについて

(5) 基地の運用に伴う事件・事故の未然防止と安全管理の徹底並びに隊員の教育及び綱紀粛正の徹

底について

その他

（平成９年２月７日～２月16日）女性訪米団

構 成 員：東門沖縄県副知事、赤嶺(社)沖縄県婦人連合会会長、大城嘉手納町婦人会長、上江洲金

武町社会教育委員、高里基地・軍隊を許さない行動する女たちの会共同代表(那覇市議)、

平田国際福祉相談所長、内海(財)沖縄労働経済研究所常務理事、狩俣(財)おきなわ女性

財団常務理事 他

主な要請先：オルブライト国務長官（カートマン国務次官補代理）、コーエン国防長官（キャンベル

国防次官補代理）、クルラック海兵隊総司令官（グレグソン准将） 他

主な要請内容：

(1) 嘉手納飛行場及び普天間飛行場周辺の航空機騒音について

(2) 米軍の演習に伴う事故について

(3) 米軍の運用による自然環境の破壊について

(4) 実弾射撃演習から生ずる不発弾について

(5) 軍人等による犯罪について

(6) 米軍の駐留から派生するその他の問題について 他

（平成９年３月17日～３月27日）沖縄・米国学者交流事業

構 成 員：比嘉ブセナリゾート社長､瀬名波名桜大学教授､宮城沖縄県公文書館長､佐久川沖縄大学

教授､下地沖縄大学教授､比嘉県立芸術大学教授､竹沢沖縄福祉保育専門学校講師 他

主な訪問先：スタンフォード大学、スカラピノ・カリフォルニア大学名誉教授、カリフォルニア大学

バークレー校、ロングアイランド大学、ボーゲル・ハーバード大学教授、ハーバード大

学、ウッドローウィルソン国際センター、ルイス国務省日本部長 他

主な事業内容：

本県の米軍基地の現状や基地被害の実態について、日本国憲法及び基本的人権とのかかわりや経

済教育問題等の視点から、米国の学者等に訴え、本県の基地問題の解決に理解と協力を求めた。
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９ 海兵隊を含む在沖米軍兵力の削減

(1) 経 緯

沖縄県においては、全国の米軍専用施設面積の約75％にのぼる米軍基地が集中し、県土面積の約

10％、特に沖縄本島ではその約19％を米軍基地が占めている。しかも、基地の多くが県民の住宅地

域に近接しており、これらの米軍基地から派生する事件・事故や環境問題、軍人、軍属等による犯

罪等が県民生活に多大な影響を及ぼしていることから、県民は米軍基地の整理縮小、日米地位協定

の見直しをはじめ、海兵隊を含む在沖米軍兵力の削減などを求めている。

在沖海兵隊の削減については、平成12年９月に来県したジェイムズＬ．ジョーンズ米海兵隊総司

令官の「沖縄の不公平な位置づけを考慮した負担の軽減については、今後も継続的に努力を重ね、

できうる限り訓練を他のいろいろな場所で実施するよう努めたい」との発言や、アーミテージ元国

防次官補らによる超党派の国防専門家グループのレポートにおいて、沖縄県民の基地負担の軽減を

図る立場から海兵隊の訓練の移転や兵力の削減についての提言が行われるなど、米本国内にも新し

い動きが出てきた。

県内においては、平成13年３月、県議会が同年１月に発生した女子高校生強制わいせつ事件に関

連して「海兵隊を含む兵力の削減」等を求める意見書及び抗議決議を採択しており、多くの市町村

議会でも同様な議決がなされた。

このような状況から、県は、海兵隊をめぐる国内外の動向を見た場合、在沖米軍兵力の削減は一

つの方向性を持った新しい流れになりつつあると認識し、平成13年３月に政府に対し、海兵隊を含

む在沖兵力の削減に関する要請を行った。

また、平成14年７月に策定された沖縄振興計画においても、「在沖米軍の兵力構成等の軍事態勢

につき、米国政府と協議していく」と記述されている。

(2) 要請内容

県は、平成13年３月以降も、機会あるごとに政府に対し「海兵隊を含む在沖米軍兵力の削減」を

要請しており、今後も同様に行っていく方針である。参考までに、平成14年８月に小泉総理大臣に

対し行った要請を以下に記述する。

米軍基地問題の解決促進に関する要請（平成14年８月）

貴職におかれましては、本県の基地問題の解決のため、平素より格別の御理解と御協力を賜り、

厚く御礼申し上げます。

今年は本県にとって、復帰30周年の節目の年であるとともに、第一次から第三次の沖縄振興開発

計画が終了し、新たな沖縄の振興方向と施策の在り方を明らかにした「沖縄振興計画」がスタート

する重要な年に当たっております。県としては、これまでの経験を生かしながら、将来に向けしっ

かりと目標や希望を持ち、「平和で安らぎと活力のある沖縄県」の実現に向け県民一丸となって取

り組んでいきたいと考えております。

さて、本県には、全国の米軍専用施設面積の約75パーセントにのぼる広大な米軍基地が集中し、

県土面積の約11パーセント、とりわけ、人口や産業が集積する沖縄本島では、実に約19パーセント

を占めるなど高密度の状況にあります。

先般、本県の米軍基地に関し、県内の新聞社が行った復帰30周年世論調査によると、県民の69パ

ーセントが基地の段階的な縮小を求めており、戦後57年余も過重な基地負担をしてきた県民の基地

問題に対する強い意向が調査結果に反映されたものと理解しております。

県としては、米軍基地の整理・縮小や日米地位協定の見直しなどの問題は、単に沖縄という一地

域だけの問題ではなく、我が国の外交・安全保障に関わる極めて国家的な問題であると考えており
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ます。

つきましては、本県のこのような米軍基地問題に対する厳しい状況を御賢察していただき、本県

の米軍基地問題の解決について、なお一層の御尽力を賜りますよう次のとおり要請いたします。

要 請 事 項

１ 日米地位協定の抜本的な見直しについて

２ 米軍基地の整理縮小及び海兵隊を含む在沖米軍兵力の削減について

３ 基地の運用に伴う事件・事故の未然防止と安全管理の徹底並びに隊員の教育と綱紀粛正の徹底

について

要請事項の内容及び説明

１ 日米地位協定の抜本的な見直しについて（省略）

２ 米軍基地の整理縮小及び海兵隊を含む在沖米軍兵力の削減について

本県が、戦後57年余も負担してきた過重な米軍基地の整理縮小については、先ず、ＳＡＣＯの

合意事案を着実に実施し、計画的・段階的に基地の整理縮小を図ることが、より現実的で実現可

能な方法であると認識しています。

しかしながら、ＳＡＣＯの合意事案がすべて実施されたとしても、本県には、依然として在日

米軍専用施設面積の約70パーセントの米軍基地が存在することから、過重な基地負担をしてきた

県民の意向に応えるため、ＳＡＣＯで合意された施設以外についても、さらなる米軍基地の段階

的な整理縮小が必要であると考えています。

基地の整理縮小や海兵隊を含む米軍兵力削減については、去る７月10日に政府決定された沖縄

振興計画において、「在沖米軍の兵力構成等の軍事態勢につき、米国政府と協議していく」と記

述されましたが、県としては、基地の整理縮小を求める県民の強い意向を考慮した場合、政府に

おいては、この基地の整理縮小及び海兵隊を含む在沖米軍兵力の削減について、早急に米国政府

と協議していただく必要があると考えております。ついては、特段の配慮をお願いいたします。

また、普天間飛行場代替施設の15年使用期限問題については、本県が、戦後57年間にわたり過

重な基地負担をしてきた状況に鑑み、基地の固定化を避け、基地の整理縮小を求める県民感情か

ら使用期限を設けることを求めているところであり、政府においては、同問題が早期に解決され

るよう特段の配慮をお願いいたします。

３ 基地の運用に伴う事件・事故の未然防止と安全管理の徹底並びに隊員の教育と綱紀粛正の徹底

について（省略）

10 基地返還アクションプログラム（素案）

「基地返還アクションプログラム」は、①「国際都市形成構想」との関連、②これまでの返還要望

状況、③市町村跡地利用計画の熟度、④市町村の意向等を総合的に勘案し、米軍基地の返還を第１期

から第３期の３段階に区分し、当該期間内で跡地利用計画に基づく事業着手の目途付けができるよう、

計画的かつ段階的な返還を求めるもので、本県に所在する全ての米軍基地を2015年までに返還するこ

とを求めた当時の県政の考え方をまとめたものである。
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返還の期間別施設名一覧表

返還の期間 施設数 施 設 名

第１期 １０ ①那覇港湾施設 ②普天間飛行場 ③工兵隊事務所 ④キャン

（ ～2001年） プ桑江（施設一部） ⑤知花サイト ⑥読谷補助飛行湯 ⑦天

願桟橋 ⑧ギンバル訓練場 ⑨金武ブルー・ビーチ訓練場

⑩奥間レスト・センター

第２期 １４ ①牧港補給地区 ②キャンプ瑞慶覧 ③キャンプ桑江 ④泡瀬

（2002年～2010年） 通信施設 ⑤楚辺通信所 ⑥トリイ通信施設 ⑦瀬名波通信施

設 ⑧辺野古弾薬庫 ⑨慶佐次通信所 ⑩キャンプ・コートニー

⑪キャンプ・マクトリアス ⑫八重岳通信所 ⑬安波訓練場

⑭北部訓練場

第３期 １７ ①嘉手納飛行場 ②嘉手納弾薬庫地区 ③キヤンプ・シールズ

（2011年～2015年） ④陸軍貯油施設 ⑤キャンプ・シュワブ ⑥キャンプ・ハンセ

ン ⑦伊江島補助飛行場 ⑧金武レッド・ビーチ訓練場 ⑨ホ

ワイト・ビーチ地区 ⑩浮原島訓練場 ⑪津堅島訓練場 ⑫鳥

島射爆撃場 ⑬出砂島射爆撃場 ⑭久米島射爆撃場 ⑮黄尾嶼

射爆撃場 ⑯赤尾嶼射爆撃場 ⑰沖大東島射爆撃場

キャンプ桑江は、第１期と第２期に分けて重複計上計 ４１ ※

豆 知 識

基地内に郵便物を送るには？

米軍基地内の個人及び企業・団体（米軍関係機関を含む）においては、日本でいう私書箱を持っ

ており、その私書箱宛に郵便物を送付することになります。

表記の方法については、嘉手納基地内を例にとると、

「ＫａｄｅｎａＡＢ， Ｏｋｉｎａｗａ， Ｊａｐａｎ

ＰＳＣ １２ ＢＯＸ３４５６７

ＡＰＯ ＡＰ １２３４５－６７８９」

ＫａｄｅｎａＡＢ ＝ 嘉手納基地（エアベース）

ＰＳＣ ＝ 郵便局（Ｐｏｓｔａｌ Ｓｅｒｖｉｃｅ Ｃｅｎｔｅｒ）

ＢＯＸ ＝ 私書箱に相当

ＡＰＯ ＡＰ（又は ＦＰＯ ＡＰ） ＝ 米軍軍事郵便局

（ＡＰＯ ＡＰ：陸軍又は空軍宛、ＦＰＯ ＡＰ：海軍又は海兵隊宛）

１２３４５－６７８９ ＝ ＺＩＰコード（郵便番号に相当）

※ 各数字は、参考のための仮定のものです。

となります。

ここで注意していただきたいのは、上記の宛先に、例えば「沖縄県嘉手納町米軍嘉手納基地内」

と日本語で付け加えておくことです。この表記がなくても、ＡＰＯ ＡＰ番号及びＰＳＣ・ＢＯＸ

番号があれば配達先を探すことが可能な場合もあります。
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第２節 県民意識と平和の発信

終戦後の沖縄は、日本から施政権が分離され、以来1972年の日本復帰までの27年間、米軍の統治下

に置かれた。この間、日本国憲法が適用されず、米軍の布令・布告によって、自治権や基本的人権が

いろいろな形で制限されてきた経緯がある。

沖縄戦での悲惨な体験や、その後の沖縄に置かれた厳しい社会状況の中で、県民は常に基地問題と

向かい合いながら生活してきた。それはまた、悲惨な戦争の実態と平和の尊さを再認識するとともに、

人権問題から民主主義の在り方まで、実に様々な事を意識することとなった。

ここでは、県民意識と平和の発信としての「平和の礎」や、都道府県レベルとして初めて実施され

た県民投票、本県の実状を内外に発信した「メッセージ事業」、国際平和の維持・構築に取り組むも

のとして創設された「沖縄平和賞」など、最近の動きを紹介する。

１ 平和の礎

(1) 「平和の礎」の基本理念

本県は去る大戦において、一般住民を巻き込んだ地上戦の場となり、多くの貴い生命と貴重な財

産のほとんどを失った。

沖縄県民は、この悲惨な体験と戦後の苦難にみちた体験を通して、再びこのような悲劇を繰り返

してはならないと固く決意し、命の尊さ、平和の尊さを内外に強く訴え続けてきた。

「平和の礎」は、太平洋戦争･沖縄戦終結50周年を記念し、沖縄の歴史と風土の中で培われた｢平

和のこころ」を広く内外に伝え、世界の恒久平和を希求し、悲惨な戦争の教訓を正しく継承するた

め、国籍を問わず、また、軍人、民間人の別なく、沖縄戦で亡くなられたすべての人々の氏名を刻

んで永久に残すために、平成７年６月に建設された。

「平和の礎」の建設にあたっては、次のことを基本理念とした。

戦没者の追悼と平和祈念

去る沖縄戦などで亡くなった国内外の20万余のすべての人々に追悼の意を表し、御霊を慰めると

ともに、今日、平和を享受できる幸せと平和の尊さを再確認し、世界の恒久平和を祈念する。

戦争体験の教訓の継承

沖縄は第２次世界大戦において、国内で唯一の住民を巻き込んだ地上戦の場となり、多くの貴い

人命とかけがえのない文化遺産を失った。このような過去の悲惨な戦争体験を風化させることなく、

その教訓を後世に正しく継承していく。

安らぎと学びの場

戦没者の氏名を刻銘した記念碑のみの建設にとどめず、造形物を配して芸術性を付与し、訪れる

者に平和の尊さを感じさせ、安らぎと憩いをもたらす場とする。

また、子供たちに平和についての関心を抱かせるような平和学習の場としての形成を目指す。
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(2) 刻銘者数（2002年６月23日現在）

出 身 地 刻銘者数（人）

日 本 沖 縄 県 １４８，３８４

県 外 ５，５１６７

米 国 １４，００７

英 国 ８２

外 国 台 湾 ２８

８２朝鮮民主主義人民共和国

３０９大 韓 民 国

合 計 ２３８，４０８

＊今後、判明する戦没者については、追加刻銘する。

２ 10･21県民総決起大会

平成７年９月に発生した米兵による少女暴行事件に対し、県民の怒りと抗議の声は、復帰後最大規

模の高まりを見せた。平成７年10月21日には、主催者発表で８万５千人が参加した「沖縄県民総決起

大会」が開催された。

戦後、50年もの間、基地の重圧に苦しめられ、また、日常的に発生する米軍機による騒音や種々の

事件・事故が発生し、県民生活に悪影響を及ぼしていることや、本県の振興開発を制約し続けている

など、遅々として進まない基地問題に対する県民の苛立ちが、今回の事件に対する反応となって現れ、

県民の不満は一気に噴出した。

大会では、①米軍人の綱紀粛正、米軍人、軍属による犯罪の根絶、②事件の被害者に対する謝罪と

完全な補償、③日米地位協定の早急な見直し、④基地の整理縮小の促進の４項目について抗議決議と

スローガン、大会アピールを採択した。

なお、同日には、宮古・八重山でも３千人規模の抗議集会が開かれたほか、東京では県出身者によ

る集会が開かれるなど、各県で大小の連帯集会が開かれた。

３ 県民投票

(1) 県民投票の意義

平成８年９月８日、「日米地位協定の見直し及び基地の整理縮小に関する県民投票条例」（以下

「県民投票条例」という。）に基づき、沖縄県において都道府県レベルでは全国で初めての県民投

票が実施された。

県民投票は、沖縄県民が戦後50年間も米軍基地の重圧を受けながら、基地問題について県民の意

思を表明する機会がないまま今日まで過重な負担を強いられるという差別的な状況に置かれてきた

こと、そして、今また、将来にわたって沖縄の米軍基地が固定化されるのではないかと懸念される

状況下にあって日米地位協定の見直しと米軍基地の整理縮小を求める意思を表明することができた

という点で、大きな意義があったものと思われる。

また、このような県民投票は、一般には馴染みの薄い制度であり、軍用地主の生計の問題、基地

従業員の雇用の問題、市町村における基地関連収入の問題、米軍基地の跡地利用の問題など、基地

返還への期待と不安が交錯する複雑な県民感情がある中で、投票率が59.53％に達したことは、県

民が沖縄の基地問題に強い関心と期待を持っていることの表れであると考えられる。

(2) 県民投票条例制定までの経緯

平成８年２月15日、条例制定請求代表者（連合沖縄会長）が、県に対し、日米地位協定の見直し

及び米軍基地の整理縮小について県民の意思を問う県民投票条例制定を求めて、条例制定請求代表

者証明書交付申請書を、また、添付書類として「沖縄県条例制定請求書」及び「日米地位協定の見

沖縄県出身者
１４８，３８４（６２．２％）

県外出身者
７５，５１６（３１．７％）

外国出身者
１４，５０８（６．１％）
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直し及び基地の整理縮小に関する県民投票条例案」を提出した。当該申請書の提出により、地方自

治法第74条に規定する条例制定請求手続が開始された。

その後、条例制定請求代表者証明書交付申請書及びその添付書類について、関係法令に基づいて

検討を行った結果、特に不備はないとの結論に達し、地方自治法の規定により、同年２月27日、条

例制定請求代表者あて条例制定請求代表者証明書を交付した。

これを受けて、条例制定請求代表者は、条例制定に向けた署名活動を開始した。

同年４月10日、条例制定に向けて署名活動を進めていた条例制定請求代表者は、条例制定に必要

な署名数を確保したとして、那覇市など関係市町村選挙管理委員会に署名簿を提出した。

条例制定請求代表者によると、署名・押印に応じた県民は48市町村で37,136人に達し、条例制定

請求に必要な有権者の50分の1（18,047人）を大きく上回った。

同年５月８日、条例制定請求代表者は、知事に「日米地位協定の見直し及び基地の整理縮小に関

する県民投票条例」制定の請求を行った。

また、条例制定請求代表者は、44市町村選挙管理委員会の審査が終了した33,011人分の署名簿を

提出した。同署名簿について審査を行った結果、法定署名者数(選挙権を有する者の50分の１以上)

を超えていたことから、当該請求を受理し、同日付けでその旨を条例制定請求代表者に通知した。

有効署名者数は、32,994人（法定署名者数 18,047人）である。

５月20日、県議会臨時会を開催し、知事は、日米地位協定の見直し及び基地の整理縮小に関する

県民投票条例案を提案した。また、県民投票の実施に伴う経費478,512千円の補正予算案も提出し

た。なお、同案は委員会で継続審議となり、6月21日県議会臨時会において、賛成多数で可決した

（賛成26、反対17）。

６月24日には、県民投票条例を公布、施行するとともに、審議結果について、条例制定請求代表

者及び自治大臣に通知した。併せて、県民投票の実施に関する事務を円滑に実施するため、臨時組

織として、県民投票推進室を設置した。

(3) 投票に向けた取り組み

県民投票の実施を円滑かつ効率的に実施するために、７月１日に、県民投票実施本部設置要領が

制定され、同日付けで、副知事を本部長とする県民投票実施本部が設置された。

さらに、市町村への協力依頼を行うとともに、県民投票の実施日を平成８年９月８日（日）に決

定した。

県が、取り組んだ広報は様々なものがあるが、主なものとして次のようなものが上げられる。ま

ず、県民投票をイメージさせるキャッチコピー・ロゴマークを作成し、広報活動を展開した。因み

にキャッチコピーは、「あなたの意思をＪｕｓｔ Ｎｏｗ！９月８日（日）県民投票」であった。

テレビ・ラジオのＣＭスポットは、県内の著名なアーティスト17組を起用し、 それぞれ17タイ

プのコマーシャルを制作・放送した。８月１日から９月８日までの39日間、テレビについては県内

の５つの放送局で計973本（１日平均約25本）、またラジオについては県内の３つの放送局で計830

本（１日平均約21本）のＣＭスポットを放送した。

新聞は、全15段を活用して県民投票で問われている内容について誤解が生じないように具体的な

事例をあげて内容の説明を行うなどの広告を掲載したほか、県民投票への参加意識を徐々に高めて

いくため、連日新聞の朝刊一面で「県民投票まであと・・・日」の残暦広告を投票日の47日前から

掲載した。

ポスターは２種類（10,000×2=20,000枚）を作成し、県内市町村等を通して県内全域に配布・掲

示した。

また、県民投票の問う内容、意義、投票の仕方などを記載したチラシを105万枚作成した。この

チラシは、全市町村を通して各家庭に配布するとともに、県民投票実施本部において県職員を動員

し、県内15箇所において連日街頭配布を実施した。
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なお、視覚障害者に対しては点字のチラシを作成し投票の方法等について理解を促すとともに、

聴覚障害者に対しては、説明会を開催して県民投票の意義や投票の方法等についての理解を深めて

もらった。

また、県民投票の意義及び内容等を伝えるため、県内各地において講演やシンポジウム、著名人

によるミニトーク、コンサート、ライブ等で構成した各種イベントを開催し、多くの人達に理解を

深めてもらった。

そのほか、県庁前や合同庁舎入り口などへの残暦板の設置、全市町村や主要な建物への懸垂幕の

設置、市街地での屋外広告、多くの読者層を持つ雑誌への広告、県民の生活路線であるバスの車内

広告、沖縄本島全域にわたる宣伝カーによる広報、その他県の持つ各種広報媒体（テレビ、ラジオ、

新聞、広報誌、インターネット等）を活用しての広報など、ありとあらゆる手段や方法を駆使して、

繰り返し県民投票への参加呼びかけや投票の方法等についての広報活動を展開してきた。

また、県内の53市町村に対し、広報活動費として交付金を支出した。各市町村には、自治会等を

通じて地域に入り込んだきめ細かな広報や有線放送等を活用した広報、広報車による広報、市町村

が発行する広報誌の活用などを依頼し、県の実施する広報と連動した形での展開を図っていった。

そのほか、労働団体や政党、その他各種団体及び学者･文化人といった個人でもって構成する｢県

民投票推進協議会」が設置され、県民投票条例の趣旨に添って全県的な広報活動が展開された。

(4) 投票結果

投票結果については、有権者数が909,832人で、投票者数は541,638人、投票率は59.53％（男57.

16％、女61.78％）であった。開票の状況については、有効投票 528,770票、無効投票 12,856票

で、有効投票のうち、賛成の得票数は 482,538票で、反対の得票数は 46,232票で、賛成の得票は

有効投票の91.26％、投票総数の89.09％であった。

日米地位協定の見直し及び基地の整理縮小に対する県民投票の結果

（投票結果）

項 目 Ａ Ａ－Ｂ Ｂ／Ａ×１００Ｂ
当日投票資格者数 投票者数 棄権者数 投票率

男女別

男 442,102 人 252,695 人 189,407 人 ５７.１６％

女 467,730 人 288,943 人 178,787 人 ６１.７８％

計 909,832 人 541,638 人 368,194 人 ５９.５３％

（開票結果）

賛 成・反 対 別 投 票 数

賛 成 ４８２，５３８票

反 対 ４６，２３２票

計 ５２８，７７０票

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ＋Ｂ Ｄ Ｅ＝Ｃ＋Ｄ
有効投票数 無効投票数 投 票 総 数 投 票 者 数不受理持ち帰り数

12,856 票 12 票 541,638 人528,770 票 541,626 票
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(5) 県民投票結果の通知

県民投票の結果は、県民投票条例第３条の規定により、知事が内閣総理大臣及びアメリカ合衆国

大統領に対し、速やかに通知するものとされている。

知事は、平成８年９月10日、橋本総理大臣に会い通知文書を手渡すとともに、県民投票の結果に

ついて説明した。

橋本総理からは、県民投票の結果について「厳粛に受けとめている」とし、普天間飛行場の返還

や県道104号線越え実弾砲撃演習の本土移転問題の解決に全力を尽くす旨の考えが示された。

知事は、翌11日には、駐日米国大使館に、代理大使のラスト Ｍ．デミング公使を訪ね、クリン

トン大統領あての通知文書を手渡すとともに、県民投票の結果について説明した。



日米地位協定の見直し及び基地の整理縮小に関する県民投票
 投票当日・投票資格者数 　　 投 票 者 数    棄 権 者 数 　　　投　　票 　率

市町村名 (Ａ) (Ｂ)      (Ｃ)=(Ａ)-(Ｂ)    (Ｂ)/(Ａ)×100(%)
男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

1 那覇市 103,925 115,621 219,546 59,237 71,261 130,498 44,688 44,360 89,048 57.00 61.63 59.44
2 石川市 7,528 7,744 15,272 4,106 4,601 8,707 3,422 3,143 6,565 54.54 59.41 57.01
3 具志川市 20,011 20,995 41,006 11,146 12,536 23,682 8,865 8,459 17,324 55.70 59.71 57.75

市 4 宜野湾市 28,242 30,025 58,267 16,290 18,433 34,723 11,952 11,592 23,544 57.68 61.39 59.59
5 平良市 11,302 12,188 23,490 5,759 6,491 12,250 5,543 5,697 11,240 50.96 53.26 52.15
6 石垣市 14,575 14,726 29,301 7,658 8,358 16,016 6,917 6,368 13,285 52.54 56.76 54.66
7 浦添市 33,209 34,943 68,152 19,230 21,771 41,001 13,979 13,172 27,151 57.91 62.30 60.16

部 8 名護市 18,361 19,209 37,570 10,239 11,514 21,753 8,122 7,695 15,817 55.76 59.94 57.90
9 糸満市 18,150 18,392 36,542 9,895 11,329 21,224 8,255 7,063 15,318 54.52 61.60 58.08
10 沖縄市 38,749 42,948 81,697 20,390 24,324 44,714 18,359 18,624 36,983 52.62 56.64 54.73
小　計 294,052 316,791 610,843 163,950 190,618 354,568 130,102 126,173 256,275 55.76 60.17 58.05

11 国頭村 2,203 2,333 4,536 1,317 1,548 2,865 886 785 1,671 59.78 66.35 63.16
12 大宜味村 1,320 1,352 2,672 941 1,099 2,040 379 253 632 71.29 81.29 76.35

国 13 東村 778 700 1,478 586 567 1,153 192 133 325 75.32 81.00 78.01
14 今帰仁村 3,472 3,509 6,981 2,128 2,371 4,499 1,344 1,138 2,482 61.29 67.57 64.45
15 本部町 5,329 5,367 10,696 2,704 3,033 5,737 2,625 2,334 4,959 50.74 56.51 53.64

頭 16 恩納村 3,498 3,329 6,827 2,878 2,878 5,756 620 451 1,071 82.28 86.45 84.31
17 宜野座村 1,698 1,716 3,414 922 1,032 1,954 776 684 1,460 54.30 60.14 57.23
18 金武町 3,588 3,877 7,465 1,720 2,137 3,857 1,868 1,740 3,608 47.94 55.12 51.67

郡 19 伊江村 1,870 1,994 3,864 570 644 1,214 1,300 1,350 2,650 30.48 32.30 31.42
小　計 23,756 24,177 47,933 13,766 15,309 29,075 9,990 8,868 18,858 57.95 63.32 60.66

20 与那城町 5,111 4,916 10,027 2,870 3,201 6,071 2,241 1,715 3,956 56.15 65.11 60.55
中 21 勝連町 5,118 4,802 9,920 2,088 2,442 4,530 3,030 2,360 5,390 40.80 50.85 45.67
22 読谷村 11,833 12,202 24,035 7,141 7,968 15,109 4,692 4,234 8,926 60.35 65.30 62.86
23 嘉手納町 4,867 5,195 10,062 2,777 3,282 6,059 2,090 1,913 4,003 57.06 63.18 60.22

頭 24 北谷町 7,953 8,651 16,604 4,635 5,375 10,010 3,318 3,276 6,594 58.28 62.13 60.29
25 北中城村 4,873 5,411 10,284 3,194 3,668 6,862 1,679 1,743 3,422 65.54 67.79 66.73
26 中城村 5,099 4,841 9,940 3,075 3,175 6,250 2,024 1,666 3,690 60.31 65.59 62.88

郡 27 西原町 10,078 9,980 20,058 8,006 8,419 16,425 2,072 1,561 3,633 79.44 84.36 81.89
小　計 54,932 55,998 110,930 33,786 37,530 71,316 21,146 18,468 39,614 61.51 67.02 64.29

28 豊見城村 15,429 16,110 31,539 8,907 10,038 18,945 6,522 6,072 12,594 57.73 62.31 60.07
29 東風平町 5,614 5,673 11,287 3,293 3,729 7,022 2,321 1,944 4,265 58.66 65.73 62.21
30 具志頭村 2,705 2,765 5,470 1,446 1,733 3,179 1,259 1,032 2,291 53.46 62.68 58.12
31 玉城村 3,688 3,725 7,413 2,024 2,240 4,264 1,664 1,485 3,149 54.88 60.13 57.52

島 32 知念村 2,125 2,111 4,236 957 1,113 2,070 1,168 998 2,166 45.04 52.72 48.87
33 佐敷町 3,843 3,982 7,825 2,533 2,865 5,398 1,310 1,117 2,427 65.91 71.95 68.98
34 与那原町 4,964 5,466 10,430 3,040 3,685 6,725 1,924 1,781 3,705 61.24 67.42 64.48
35 大里村 3,977 4,070 8,047 2,518 2,737 5,255 1,459 1,333 2,792 63.31 67.25 65.30
36 南風原町 9,783 9,944 19,727 6,101 6,643 12,744 3,682 3,301 6,983 62.36 66.80 64.60

尻 37 仲里村 1,988 1,790 3,778 1,529 1,490 3,019 459 300 759 76.91 83.24 79.91
38 具志川村 1,707 1,573 3,280 1,444 1,368 2,812 263 205 468 84.59 86.97 85.73
39 渡嘉敷村 268 282 550 213 213 426 55 69 124 79.48 75.53 77.45
40 座間味村 387 367 754 286 275 561 101 92 193 73.90 74.93 74.40
41 粟国村 324 350 674 188 190 378 136 160 296 58.02 54.29 56.08

郡 42 渡名喜村 196 214 410 119 118 237 77 96 173 60.71 55.14 57.80
43 南大東村 569 424 993 352 266 618 217 158 375 61.86 62.74 62.24
44 北大東村 216 165 381 150 119 269 66 46 112 69.44 72.12 70.60
45 伊平屋村 574 512 1,086 441 434 875 133 78 211 76.83 84.77 80.57
46 伊是名村 703 723 1,426 422 489 911 281 234 515 60.03 67.63 63.88
小　計 59,060 60,246 119,306 35,963 39,745 75,708 23,097 20,501 43,598 60.89 65.97 63.46

47 城辺町 2,907 3,026 5,933 1,135 1,224 2,359 1,772 1,802 3,574 39.04 40.45 39.76
宮 48 下地町 1,093 1,188 2,281 517 554 1,071 576 634 1,210 47.30 46.63 46.95
49 上野村 1,120 1,116 2,236 342 366 708 778 750 1,528 30.54 32.80 31.66

古 50 伊良部町 2,607 2,763 5,370 1,631 2,010 3,641 976 753 1,729 62.56 72.75 67.80
51 多良間村 575 501 1,076 249 232 481 326 269 595 43.30 46.31 44.70

郡 小　計 8,302 8,594 16,896 3,874 4,386 8,260 4,428 4,208 8,636 46.66 51.04 48.89

八 52 竹富町 1,346 1,293 2,639 970 994 1,964 376 299 675 72.07 76.88 74.42
重 53 与那国町 654 631 1,285 386 361 747 268 270 538 59.02 57.21 58.13
山 小　計 2,000 1,924 3,924 1,356 1,355 2,711 644 569 1,213 67.80 70.43 69.09
郡
沖 市部計 294,052 316,791 610,843 163,950 190,618 354,568 130,102 126,173 256,275 55.76 60.17 58.05
縄 郡部計 148,050 150,939 298,989 88,745 98,325 187,070 59,305 52,614 111,919 59.94 65.14 62.57
県 県合計 442,102 467,730 909,832 252,695 288,943 541,638 189,407 178,787 368,194 57.16 61.78 59.53
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　賛成・反対別得票数

市町村名 有効投票 無効投票 投票総数 不受理等 投票者数 開票率
賛成 反対 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ)=(Ａ)+(Ｂ) (Ｄ) (Ｅ) (%)

1 那覇市 120,731 7,267 127,998 2,498 130,496 2 130,498 100.00
2 石川市 7,060 1,337 8,397 310 8,707 0 8,707 100.00
3 具志川市 19,846 3,126 22,972 710 23,682 0 23,682 100.00

市 4 宜野湾市 31,181 2,879 34,060 663 34,723 0 34,723 100.00
5 平良市 11,360 632 11,992 255 12,247 3 12,250 100.00
6 石垣市 14,518 1,083 15,601 415 16,016 0 16,016 100.00
7 浦添市 37,693 2,564 40,257 744 41,001 0 41,001 100.00

部 8 名護市 19,539 1,712 21,251 502 21,753 0 21,753 100.00
9 糸満市 19,646 1,188 20,834 390 21,224 0 21,224 100.00
10 沖縄市 38,452 5,165 43,617 1,097 44,714 0 44,714 100.00
小　計 320,026 26,953 346,979 7,584 354,563 5 354,568 100.00

11 国頭村 2,308 459 2,767 97 2,864 1 2,865 100.00
12 大宜味村 1,909 101 2,010 30 2,040 0 2,040 100.00

国 13 東村 963 168 1,131 22 1,153 0 1,153 100.00
14 今帰仁村 3,981 382 4,363 136 4,499 0 4,499 100.00
15 本部町 5,061 510 5,571 166 5,737 0 5,737 100.00

頭 16 恩納村 4,138 1,283 5,421 335 5,756 0 5,756 100.00
17 宜野座村 1,485 419 1,904 50 1,954 0 1,954 100.00
18 金武町 2,988 754 3,742 115 3,857 0 3,857 100.00

郡 19 伊江村 1,042 152 1,194 20 1,214 0 1,214 100.00
小　計 23,875 4,228 28,103 971 29,074 1 29,075 100.00

20 与那城町 4,802 972 5,774 297 6,071 0 6,071 100.00
中 21 勝連町 3,577 782 4,359 171 4,530 0 4,530 100.00
22 読谷村 12,287 2,357 14,644 465 15,109 0 15,109 100.00
23 嘉手納町 4,927 927 5,854 205 6,059 0 6,059 100.00

頭 24 北谷町 8,550 1,213 9,763 247 10,010 0 10,010 100.00
25 北中城村 5,809 859 6,668 194 6,862 0 6,862 100.00
26 中城村 5,484 588 6,072 177 6,249 1 6,250 100.00

郡 27 西原町 14,360 1,454 15,814 611 16,425 0 16,425 100.00
小　計 59,796 9,152 68,948 2,367 71,315 1 71,316 100.00

28 豊見城村 17,748 911 18,659 284 18,943 2 18,945 100.00
29 東風平町 6,443 408 6,851 170 7,021 1 7,022 100.00
30 具志頭村 2,896 219 3,115 64 3,179 0 3,179 100.00
31 玉城村 3,856 298 4,154 110 4,264 0 4,264 100.00

島 32 知念村 1,788 230 2,018 52 2,070 0 2,070 100.00
33 佐敷町 4,805 440 5,245 153 5,398 0 5,398 100.00
34 与那原町 6,166 404 6,570 154 6,724 1 6,725 100.00
35 大里村 4,814 348 5,162 93 5,255 0 5,255 100.00
36 南風原町 11,764 704 12,468 276 12,744 0 12,744 100.00

尻 37 仲里村 2,875 100 2,975 44 3,019 0 3,019 100.00
38 具志川村 2,290 373 2,663 149 2,812 0 2,812 100.00
39 渡嘉敷村 374 43 417 9 426 0 426 100.00
40 座間味村 498 48 546 15 561 0 561 100.00
41 粟国村 314 51 365 13 378 0 378 100.00

郡 42 渡名喜村 135 93 228 9 237 0 237 100.00
43 南大東村 527 74 601 17 618 0 618 100.00
44 北大東村 214 49 263 6 269 0 269 100.00
45 伊平屋村 780 78 858 16 874 1 875 100.00
46 伊是名村 751 132 883 28 911 0 911 100.00
小　計 69,038 5,003 74,041 1,662 75,703 5 75,708 100.00

47 城辺町 2,162 153 2,315 44 2,359 0 2,359 100.00
宮 48 下地町 984 68 1,052 19 1,071 0 1,071 100.00
49 上野村 613 74 687 21 708 0 708 100.00

古 50 伊良部町 3,373 202 3,575 66 3,641 0 3,641 100.00
51 多良間村 443 28 471 10 481 0 481 100.00

郡 小　計 7,575 525 8,100 160 8,260 0 8,260 100.00

八 52 竹富町 1,654 237 1,891 73 1,964 0 1,964 100.00
重 53 与那国町 574 134 708 39 747 0 747 100.00
山 小　計 2,228 371 2,599 112 2,711 0 2,711 100.00
郡
沖 市部計 320,026 26,953 346,979 7,584 354,563 5 354,568 100.00
縄 郡部計 162,512 19,279 181,791 5,272 187,063 7 187,070 100.00
県 県合計 482,538 46,232 528,770 12,856 541,626 12 541,638 100.00
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日米地位協定の見直し及び基地の整理縮小に関する県民投票条例

（目的）

第１条 この条例は、本県に存する米軍基地が県民生活に多大な影響を及ぼし、ひいては県民が憲法上

の権利を享受することを困難にしている現状及び日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全

保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定（昭和35

年条約第７号。以下「日米地位協定」という。）の内容及び運用が県民の生命・財産の安全に多大な

影響を及ぼしている現状にあって、日米地位協定の見直し及び基地の整理縮小に対する県民の賛否を

問う方法により県民の意思を明らかにし、もって県において、これらの現状の改善に努める際の資と

することを目的とする。

（県民投票）

第２条 前条の目的を達成するため、日米地位協定の見直し及び本県に存する米軍基地の整理縮小に対

する賛否についての県民による投票（以下「県民投票」という。）を行う。

２ 県民投票は、県民の自由な意思が反映されるものでなければならない。

（県民投票の実施とその措置）

第３条 県民投票は、この条例の公布の日から起算して６月以内に実施するものとする。

２ 知事は、日米地位協定の見直し及び基地の整理縮小にかかわる沖縄県の事務の執行に当たっては、

県民投票における過半数の意思を尊重するものとする。

３ 知事は、内閣総理大臣及びアメリカ合衆国大統領に対し、速やかに県民投票の結果を通知するもの

とする。

（県民投票事務の執行）

第４条 県民投票に関する事務は、知事が執行するものとする。

（県民投票の期日）

第５条 県民投票の期日（以下「投票日」という。）は、知事が定め、投票日の10日前までにこれを告

示しなければならない。

（投票資格者）

第６条 県民投票における投票の資格を有する者（以下「投票資格者」という。）は、投票日において、

沖縄県の区域内（以下「県内」という。）の市町村に住所を有する者であって、前条に規定する告示

の日（以下「告示日」という。）において県内の市町村の選挙人名簿（公職選挙法（昭和25年法律第

100号）第19条に規定する名簿をいう。以下同じ。）に登録されているもの及び告示日の前日におい

て選挙人名簿に登録される資格を有するものとする。

（投票資格者名簿）

第７条 知事は、投票資格者について、日米地位協定の見直し及び基地の整理縮小に関する県民投票資

格者名簿（以下「名簿」という。）を作成するものとする。

（秘密投票）

第８条 県民投票は、秘密投票とする。

（１人１票）

第９条 県民投票は、１人１票とする。

（投票所においての投票）

第10条 投票資格者は、投票日に自ら、規則で定める県民投票を行う場所（以下「投票所」という。）

に行き、名簿又はその抄本の対照を経て、投票をしなければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、規則で定める事由により、投票日に自ら投票所に行くことができない投

票資格者は、規則で定めるところにより投票をすることができる。

（投票の方式）
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第11条 投票資格者は、日米地位協定の見直し及び基地の整理縮小について、賛成するときは投票用紙

の賛成欄に、反対するときは投票用紙の反対欄に、自ら○の記号を記載して投票箱に入れなければな

らない。

２ 前項の規定にかかわらず、身体の故障又は文盲により、自ら投票用紙に○の記号を記載することが

できない投票資格者は、規則で定めるところにより投票をすることができる。

（投票の効力の決定）

第12条 投票の効力の決定に当たっては、次条の規定に反しない限りにおいて、その投票した者の意思

が明白であれば、その投票を有効とするものとする。

（無効投票）

第13条 県民投票において、次の各号のいずれかに該当する投票は、無効とする。

(1) 正規の投票用紙を用いないもの

(2) ○の記号以外の事項を記載したもの

(3) ○の記号のほか、他事を記載したもの

(4) ○の記号を投票用紙の賛成欄及び反対欄のいずれにも記載したもの

(5) ○の記号を投票用紙の賛成欄又は反対欄のいずれに記載したかを確認し難いもの

（県民投票の結果の告示等）

第14条 知事は、県民投票の結果が判明したときは、速やかにこれを告示するとともに、県議会議長に

通知するものとする。

（投票運動）

第15条 県民投票に関する運動は、県民の自由な意思が拘束され、若しくは不当に干渉され、又は県民

の平穏な生活環境が侵害されるものであってはならない。

（委任）

第16条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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４ 「沖縄からのメッセージ」事業

平成７年９月に発生した少女暴行事件を契機に、沖縄県民の基地に対する怒りが噴出した。

８万５千人が参加した県民総決起大会の開催から、その後の県知事による駐留軍用地代理署名拒否

と一連の基地問題がクローズアップされ、全国的に大きな関心を呼び起こした。

その際、県知事あてに多数の激励の手紙や葉書等が寄せられたが、その中で本県の基地の実態が本

土の人々に十分に知らされていないとの意見が数多くあった。

国土面積のわずか0.6％に過ぎない狭隘な沖縄県に、全国の米軍専用施設面積の約75％が集中する

本県の実状を広く国民に伝え、国民と共に考える機会を設けることは、沖縄の基地問題を解決する上

で重要な意味を持つものである。

「沖縄からのメッセージ」事業は、主要なテーマである基地問題とともに、平和や文化についても

広く紹介し、より多くの国民の理解と協力を得ることを目的として実施された。

平成８年２月２日の青森県から始まった同事業は、平成９年11月26日の奈良県を最後に全国46都道

府県で実施された。その後も、平成10年度に５都道府県で同事業を実施した。

参加した人々は、自分の知らない基地問題の存在や沖縄の苦難の歴史を知るとともに、沖縄の基地

問題を日本全体の問題として考えていきたいとの感想が数多く寄せられた。また、パンフレット、パ

ネル、ビデオについては、平和学習の資料として活用したいとの申し合わせが全国各地から相次いだ。

メッセージ事業の実施状況

平成７年度

回 日 時 場 所 定 員 入場者
H8. 2. 2（金） 青 森 県 ラビナホール 270 500１

2. 4（日） 北 海 道 道新ホール 700 800２
2. 6（火） 東 京 都 銀座ガスホール 340 700３
2. 7（水） 愛 知 県 愛知芸術文化センター 280 400４
2.12（月） 大 阪 府 ＭＩＤシアター 550 1,300５
2.13（火） 京 都 府 京都府立文化芸術会館 426 600６
2.15（木） 広 島 県 広島県民文化センター 530 1,100７
2.18（日） 福 岡 県 大博多ホール 478 1,000８

平成８年度

回 日 時 場 所 定 員 入場者
H8. 5.28（火） 千 葉 県 千葉市民文化ホール 511 500９

10 5.29（水） 川崎市宮前市民館 900 670神 奈 川 県
11 5.30（木） 埼 玉 県 埼玉会館小ホール 511 660
12 6. 1（土） 宮 城 県 仙台市若林区文化センター 700 720
13 6. 2（日） 山 形 県 新庄市民プラザ大ホール 350 270
14 6. 4（火） 長 崎 県 長崎市平和会館 716 580
15 6. 5（水） 山 口 県 山口県教育会館 500 500
16 6. 7（金） 高 知 県 ＲＫＣホール 531 650
17 6. 8（土） 兵 庫 県 尼崎アルカイックホール・オクト 650 830
18 6. 9（日） 鹿児島市民文化ホール 963 570鹿 児 島 県

平成９年度第１期

回 日 時 場 所 定 員 入場者
19 H9. 6.10（火） 熊 本 県 メルパルクKUMAMOTO 582 450
0 6.12（木） 大 分 県 大分市コンパルホール 500 2462
21 6.13（金） 宮 崎 県 宮崎県立芸術劇場 1,112 410
22 6.15（日） 佐 賀 県 佐賀市文化会館 800 328
23 6.16（月） 岡 山 県 岡山市立県民文化ホール 802 230
24 6.17（火） 鳥 取 県 鳥取県立県民文化会館 500 182
25 6.19（木） 島 根 県 島根県民会館 576 345
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平成９年度第２期

回 日 時 場 所 定 員 入場者
26 H9. 8.31（日） 富 山 県 ボルファートとやま 430 280
27 9. 1（月） 石 川 県 石川県文教会館 590 310
28 9. 2（火） 福 井 県 フェニックス・プラザ 500 260
29 9. 4（木） 新 潟 県 新潟市民プラザ 442 380
30 9. 5（金） 群 馬 県 群馬県民会館 499 415
31 9. 8（月） 秋 田 県 秋田市文化会館 400 350
32 9.10（水） 岩 手 県 盛岡劇場 511 370
33 9.11（木） 茨 城 県 茨城県総合福祉会館 296 290
34 9.12（金） 福 島 県 福島県民文化センター 444 325
35 9.14（日） 栃 木 県 栃木会館 400 520

平成９年度第３期

回 日 時 場 所 定 員 入場者
36 H9.11. 5（水） 滋 賀 県 滋賀県立草津文化芸術会館 804 370
37 11. 7（金） 三 重 県 四日市市文化会館 609 492
38 11. 8（土） 香 川 県 香川県教育会館ミューズホール 444 184
39 11.10（月） 徳 島 県 徳島県教育会館 800 310
40 11.12（水） 愛 媛 県 愛媛県生涯学習センター 505 215
41 11.19（水） 静 岡 県 しずぎんホール「ユーフォニア」 462 200
42 11.20（木） 長 野 県 712 354メルパルクホール（長野郵便貯金会館）

43 11.21（金） 山 梨 県 山梨市民会館 464 220
44 11.24（月） 和 歌 山 県 和歌山市民会館 700 340
45 11.25（火） 岐 阜 県 岐阜市文化センター 500 390
46 11.26（水） 奈 良 県 秋篠音楽堂 304 290

平成10年度

回 日 時 場 所 定 員 入場者
H10.9. 8（火） 福 岡 県 大博多ホール１

9. 9（水） 大 阪 府 毎日新聞オーバルホール２
.10（木） 愛 知 県 愛知県芸術劇場ホール３ 9
9.14（月） 東 京 都 銀座ガスホール４
.16（水） 北 海 道 かでる２.７かでるホール５ 9

※ 平成10年度の定員及び入場者数は、調査できなかった。

米 国

回 日 時 場 所 定 員 入場者
H9. 4.13（日） カーターセンター 350 120１ ジョージア州アトランタ市

4.15（火） ワシントンD.C. メリーランド大学 700 206２
4.17（木） ニューヨーク州 ロングアイランド大学 500 445３
4.20（日） イリノイ州シカゴ市 250 280４ リンカーンシャーリゾート

4.23（水） ハワイ州ホノルル市 プレジデルセンター 500 600５

合 計

地 域 別 場 所 定 員 入 場 者
25,594 21,406国 内 １都１道２府42県
2,300 1,651国 外 ５ 箇 所
27,894 23,057計

※ 国内計については、平成10年度分は除く。
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５ 基地と県民意識

「県民選好度調査」は、県民の生活認識や価値観、行政に対する要望、さらには生活各面における

することニーズの変化等を的確に把握し、振興開発計画をはじめ、諸々の行政施策の策定や推進に資

を目的とし、昭和54年以降、概ね５年ごとに実施している。この基地と県民意識については、平成11

年11月１日から11月30日にかけて実施された「県民選好度調査」のうち、基地関係に係る項目を抜粋

したものである。

(1) 米軍基地対策

３番までの選択のうち１番目に上げられた対策をみると、「基地を返還させる」が35.9％と極め

高く、つづいて「米軍人の犯罪や事故をなくす」 17.9％、「米軍機の騒音をなくす」 10.2 、て が が ％

「環境汚染の対策を講じる」 8.1％となっている。が

選 択 項 目 ％ ２位 ３位１位

基地を返還させる .6 3.5１. 35.9 3

米軍の演習をなくす 11.1 4.2２. 7.9

米軍機の騒音をなくす 10.4 7.2３. .210

環境汚染の対策を講じる 11.5 7.6４. 8.1

米軍人の犯罪や事故をなくす .5 .5５. 17.9 19 12

基地で働いている人の雇用を安定させる 8.2 5.9６. 3.7

軍用地料を上げる 1.5 0.6７. 0.9

市町村への基地関連交付金や周辺整備事業補助金を増やす 2.8 4.2８. 0.9

基地に関連した業者の安定策を図る 1.6 3.2９. 0.4

基地内の大学への入学をはじめ各種施設を県民がきがるに利 6.7 10.210. 2.8

用できるようにする

返還された軍用地をはやめに利用できるようにする 12.1 .611. 3.2 18

返還後も跡地が利用されるまで軍用地料を補償する 2.9 9.812. 0.9

その他 0.3 0.513. 0.2

わからない 0.4 3.914. 1.8

無回答 7.5 8.215. 5.2

・米軍基地対策（１位の割合）
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(2) 順位別にみた米軍基地対策

米軍基地について、県や国にとくに力を入れてほしいものについて、選択肢の中から順位をつけ

て３つ選んでもらった。回答割合について、１位に３点、２位に２点、３位に１点のウエイト付け

して求めた でみると、「基地を返還させる」が19.8と最も高く、次いで「米軍人の犯罪加重平均値

や事故をなくす」が17.5、「米軍機の騒音をなくす」が9.7、「環境汚染の対策を講じる」が9.1、

「返還された軍用地をはやめに利用できるようにする」が8.7等が続いている。特に、「基地を返

還させる」については１番目に選択された割合も35.9％と高く、県民の多くが望んでいることがわ

かる。また、「米軍人の犯罪や事故をなくす」及び「返還された軍用地をはやめに利用できるよう

にする」は２番目、３番目に選択される割合が高く、県民に強く望まれている項目ではないものの、

多くの人々が力を入れてほしいと望む２次的なニーズとしての性格が強い。
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　・地域別加重平均でみた米軍基地対策
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米軍人の犯罪や事故をなくす

基地で働いている人の雇用を安定させる

軍用地料を上げる

市町村への基地関連交付金や周辺整備事業補助金を
増やす

基地に関連した業者の安定対策を図る

基地内の大学への入学をはじめ各種施設を県民がき
がるに利用できるようにする

返還された軍用地をはやめに利用できるようにする

返還後も跡地が利用されるまで軍用地料を補償する

その他

わからない

無回答

北部

中部

那覇市

南部

宮古

八重山
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　・年齢別加重平均でみた米軍基地対策
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返還後も跡地が利用されるまで軍用地料を補償
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無回答

15-19歳

20-29歳

30-39歳

40-49歳

50-59歳

60-69歳

70歳以上
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・県計、属性別にみた米軍基地への対応の集計表

　　　県計
１位 ２位 ３位 加重平均 男 女 15-19歳20-29歳30-39歳40-49歳50-59歳60-69歳70歳以上 北部 中部 那覇市 南部 宮古 八重山

基地を返還させる 35.9 3.6 3.5 19.8 21.1 18.8 16.9 15.8 17.4 22.3 23.6 20.4 23.1 19.5 18.1 21.4 20.6 20.7 25.0
米軍の演習をなくす 7.9 11.1 4.2 8.4 7.2 9.5 9.7 6.9 9.8 7.9 7.7 8.6 9.1 8.3 8.0 7.4 9.6 11.8 7.7
米軍機の騒音をなくす 10.2 10.4 7.2 9.7 9.4 10.1 12.7 10.8 11.9 8.6 6.4 9.7 8.0 6.5 12.3 9.3 8.2 5.1 7.2
環境汚染の対策を講じる 8.1 11.5 7.6 9.1 8.6 9.4 8.7 9.5 8.8 10.0 9.5 8.2 7.6 8.2 8.9 10.8 9.0 10.9 5.2
米軍人の犯罪や事故をなく
す 17.9 19.5 12.5 17.5 17.1 18.0 15.2 20.2 19.2 17.3 15.3 16.0 15.7 18.9 17.0 17.1 17.6 17.6 19.8

基地で働いている人の雇用
を安定させる 3.7 8.2 5.9 5.6 5.9 5.4 4.4 5.0 5.4 5.4 6.4 7.0 4.2 5.9 5.4 6.3 4.7 6.6 5.4

軍用地料を上げる 0.9 1.5 0.6 1.0 1.3 0.8 1.1 1.3 0.6 0.8 1.0 1.2 2.8 1.9 1.0 0.8 0.9 1.3 0.5
市町村への基地関連交付金
や周辺整備事業補助金を増
やす

0.9 2.8 4.2 2.1 3.0 1.4 0.8 1.9 1.6 2.4 2.5 3.2 1.7 5.3 2.1 1.2 1.8 1.7 0.2

基地に関連した業者の安定
対策を図る 0.4 1.6 3.2 1.2 1.4 1.2 0.6 1.3 1.0 0.8 1.9 1.4 2.1 1.4 1.1 1.6 1.0 1.7 1.4

基地内の大学への入学をは
じめ各種施設を県民がきが
るに利用できるようにする 2.8 6.7 10.2 5.3 4.9 5.7 8.9 8.5 6.0 5.1 2.8 2.7 3.6 5.4 5.8 4.8 5.2 4.7 4.3

返還された軍用地をはやめ
に利用できるようにする 3.2 12.1 18.6 8.7 9.4 8.2 4.5 8.0 8.5 9.4 10.9 9.3 5.3 7.5 8.5 9.7 9.2 8.8 7.7

返還後も跡地が利用される
まで軍用地料を補償する 0.9 2.9 9.8 3.0 3.5 2.6 0.9 2.3 2.4 2.9 4.0 4.3 4.8 3.6 3.5 2.6 2.5 2.2 2.0

その他 0.2 0.3 0.5 0.3 0.3 0.2 0.0 0.6 0.2 0.2 0.1 0.3 0.0 0.0 0.4 0.2 0.3 0.0 0.0
わからない 1.8 0.4 3.9 1.7 1.7 1.7 2.1 2.2 1.5 1.6 1.6 1.4 2.3 1.4 1.7 1.2 2.1 2.4 2.9
無回答 5.2 7.5 8.2 6.5 5.1 7.1 13.6 5.7 5.7 5.2 6.2 6.4 9.7 6.2 6.2 5.6 7.6 4.5 10.8

問14　米軍基地について、県や国にとくに力を入れてほしいものは何ですか。
　　　次の中から順位をつけて３つ選び、下の回答欄にその番号を記入して下さい。

 1. 基地を返還させること
 2. 米軍の演習をなくすこと
 3. 米軍機の騒音をなくすこと
 4. 環境汚染の対策を講じること
 5. 米軍人の犯罪や事故をなくすこと
 6. 基地で働いている人の雇用を安定させること
 7. 軍用地料を上げること
 8. 市町村への基地関連交付金や周辺整備事業補助金を増やすこと
 9. 基地に関連した業者の安定対策を図ること
10. 基地内の大学への入学をはじめ各種施設を県民がきがるに利用できるようにすること
11. 返還された軍用地をはやめに利用できるようにすること
12. 返還後も跡地が利用されるまで軍用地料を補償すること
13. その他（　　　　　　　　　　　）
14. わからない
　　無回答

性別加重平均 年齢階級別加重平均 地域別加重平均

（単位：％）

－ 131 －



－ －132

６ 沖縄平和賞

(1) 創設の背景

かつて、沖縄は日本本土をはじめ、中国や東南アジア諸国などとの交易を展開し、我が国の中で

も多様性に富んだ独特の生活様式や文化を育んできた。先達の進取の気概を象徴する｢舟楫(しゅう

しゅう)を以て万国の津梁となす｣との鐘銘は、今をもって県民の心の拠り所の一つとなっている。

沖縄は先の大戦において悲惨な地上戦がくり広げられ、20万人余の尊い生命と多くのかけがえの

ない文化遺産が失われた。

また、27年間にも及ぶ米軍施政下の歴史を有し、更に、今日でもなお全国の約75％にのぼる広大

な米軍専用施設が集中し、県民生活や本県の振興開発に様々な影響を与えるなど過重な負担となっ

ている。県民は、この様な歴史体験を通して命の尊さと平和の大切さを肌身で感じており、平和の

実現を強く求めてきた。

しかしながら、世界の現状は冷戦が終結したものの、依然として民族、宗教の対立などから数多

くの地域紛争が発生し、地球規模の環境破壊や貧困、難民、宗教等多くの深刻な問題が存在してい

る。

これらの平和を脅かす様々な課題を解決し、平和共存の世界を実現していくためには、世界の人

々が相互の風習や生活などの理解に努めるとともに、寛容な心で異質なものを認め合うことが大切

である。

沖縄県は、沖縄戦で亡くなられたすべての人々を、国籍を問わず、また、軍人や民間人の区別な

く刻銘した「平和の礎」を建立した。

激動が続く世界情勢の中で、今こそ、平和の大切さと命の尊さを永遠に伝える「平和の礎」に込

められた県民の普遍な思いと寛容な心を世界に発信していきたいと思う。

このため、平和の維持と構築に向けて持続的に取り組むものとして「沖縄平和賞」を創設した。

(2) 経緯

平成11年２月16日 県議会において沖縄平和賞（仮称）の創設を表明

平成11年度 ノーベル平和賞、京都賞等類似顕彰制度の調査

平成12年度 沖縄平和賞（仮称）研究会の開催（計４回）による基本構想素案の検討

平成13年５月11日 基本構想素案策定

平成13年６月５日 第１回沖縄平和賞（仮称）検討委員会

平成13年６月17日 沖縄平和賞（仮称）シンポジウム（350人出席）

平成13年７月９日 基本構想素案地域説明会（９日：中南部、10日：北部、11日：八重山、12

～ 12日 日：宮古）

平成13年７月17日 第２回沖縄平和賞（仮称）検討委員会

平成13年８月21日 第３回沖縄平和賞（仮称）検討委員会

平成13年９月20日 検討委員会の尚会長より知事へ検討結果（基本構想案）報告

平成13年10月23日 沖縄平和賞基本構想策定

平成13年12月28日 「沖縄平和賞委員会」設立総会の開催、「沖縄平和賞」創設

平成14年１月31日 推薦人へ推薦依頼状発送

平成14年３月31日 推薦人からの推薦書提出締め切り

平成14年５月13日 沖縄平和賞委員会 平成14年度第１回総会開催

平成14年６月７日 選考委員会委員委嘱状交付式及び第１回選考委員会

平成14年6月～7月 選考委員会の開催

平成14年７月31日 受賞者発表
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平成14年８月22日 沖縄平和賞委員会 平成14年度第２回総会開催

平成14年８月30日 第１回沖縄平和賞授賞式（万国津梁館）及びレセプションの開催

平成14年８月31日 第１回沖縄平和賞 記念シンポジウム（500人出席）

(3) 運営母体：沖縄平和賞委員会

沖縄平和賞委員会は、沖縄県内の経済、教育、行政、マスコミ等の各種団体・企業によって構成

された組織で、平成13年12月28日に設立された。

(4) 制度概要

ア 理念

沖縄の持つ歴史的・文化的・地理的な特性を活かす、次の３つの理念に基づいている。

・アジア太平洋地域における平和・非暴力実現の促進

・人間の安全保障実現の促進

・内発的多様性を基礎とした平和実現の促進

イ 意義

本賞を創設・運営することには、次の３つの意義がある。

・地域の主体としての沖縄による、自律的平和推進・構築

・地域の役にも立つ、沖縄にとっての平和に対する投資

・沖縄における平和意識の共有・昇華のための知的・実践的営み

ウ 顕彰対象

活動内容

過去の実績はもとより、将来性や将来への波及効果が期待できる以下の活動内容を顕彰対象

としている。

(ｱ) アジア太平洋地域における平和・非暴力実現の促進に貢献する活動

例えば……

・アジア太平洋地域のＡ地域とＢ地域の紛争を平和的に解決した。

・対立関係にあった地域間の対話を積極的に推進し、緊張緩和に貢献した。

(ｲ) 「人間の安全保障」いわゆる人間の生命や基本的権利を脅かす貧困、飢餓、環境問題、

感染症等の問題を解決し、豊かに生活できる社会の実現に貢献する活動

例えば……

・地球温暖化の防止に向けた国際的な取り組みの中心的役割を果たした。

・貧困地域に対する物資の援助、医療援助等を継続して実施し、当該地域の発展に寄与

した。

(ｳ) 世界の各々の地域の内部で培われた多様な文化や考え方を相互尊重することを基礎とし

て、平和の実現を図る活動

例えば……

・音楽の交流を通して地域間の平和的関係を構築した。

・自国の伝統的スポーツを近隣諸国に普及させることを通して相互交流を図り、友好関

係を発展させた。

※ 但し、上記に関わらず、次の項目に該当する場合は顕彰の対象とならない。

ａ 暴力を伴う活動

ｂ 国政レベルの現職政治家や国家公務員の公人としての活動

ｃ 理論・研究活動のうち具体的な実践・行動へ寄与する可能性の低いもの
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国籍等及び活動の効果が現れた場所

顕彰対象を４つのカテゴリーに分類し、その国籍や効果が現れた場所ごとに具体的に判断す

る。

効 果 が 現 れ た 場 所

アジア・太平洋地域 そ の 他

＜１＞ ＜２＞

アジア・ 顕彰対象 顕彰対象
太 平 洋 ↓
地域 アジア太平洋地域の個人・

主体の 団体のそうした活動を奨励
国籍・ ・促進（ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ効果）
設立場
所

＜３＞ ＜４＞

そ の 他 顕彰対象 基本的には顕彰対象外
（アジア太平洋地域への
フィードバック効果が
ある場合には顕彰）

<１>：沖縄及びアジア太平洋地域の個人･団体が、沖縄及びアジア太平洋地域の平和に貢献

<２>：沖縄及びアジア太平洋地域の個人･団体が、沖縄及びアジア太平洋地域以外の平和に貢献

<３>：沖縄及びアジア太平洋地域以外の個人･団体が、沖縄及びアジア太平洋地域の平和に貢献

<４>：沖縄及びアジア太平洋地域以外の個人･団体が、沖縄及びアジア太平洋地域以外の平和に貢献

※ 「アジア太平洋地域」について

本賞における「アジア太平洋地域」は、具体的な国名等を特定していない。

地理的な広がりとしては「西太平洋」をベースに、沖縄という地域が顕彰すること

の意味付けとなる

(1) 沖縄との歴史的交流

(2) 沖縄からの移民交流

(3) 沖縄戦・在沖米軍基地

の３つの視点から、本賞の目的・理念にふさわしい対象地域を選考段階で個別・具

体的に判断する。

エ 選考方法

国内外の有識者等に受賞候補者を推薦してもらい、沖縄平和賞委員会の下に設置する「沖縄平

和賞選考委員会」の選考を経て受賞者を決定する。
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沖縄平和賞委員会

候補者の 沖縄平和賞選考委員会

推 薦 人 推薦を依頼 沖縄平和

賞委員会

国内外の有 → 受賞候補者を選考 → 会長

識 者 や 大 報告

学、研究機 受賞者を

関等 推 薦 決定

※ 沖縄平和賞委員会が推薦をお願いした方のみが受賞候補者を推薦する資格があり、そこから

推薦された候補者が審査・選考の対象となる。

※ 選考は沖縄平和賞委員会の下に設置する「沖縄平和賞選考委員会」において、厳正かつ公正

に行われる。

オ 賞金等

授賞件数は「沖縄平和賞」１件で、個人・団体を問わない。

受賞者には、正賞として賞状、賞牌を、副賞として賞金1,000万円を授与する。

授賞は２年に１回行う予定。

(5) 受賞者

ア 第１回受賞者：「 を支援する 」中村哲 ペシャワール会

イ 授賞式：平成14年８月30日（場所：万国津梁館）

ウ 贈賞理由：

を支援する （以下「ペシャワール会」という。）は、中村哲医師のパキ中村哲 ペシャワール会

スタンとアフガニスタンでの医療活動を支援するために1983年に設立され、その活動は現在まで

に18年余にも及ぶ。内戦・社会不安など言語に絶する厳しい環境の中、誰も行かないところに行

く、他人のやりたがらないことをやるという信念をもって、非暴力を旨として幾多の困難を乗り

越えて無私の奉仕を続けている。

「思想・信条にとらわれず『支え合い』の精神で一致して会を運営する」ことを方針とし、ま

た、現地では政治、民族、宗教、言葉などに関わりなく平等に活動することを使命としてきた。

このことにより、内発的多様性を基礎とした平和実現の促進に貢献した。

ペシャワール会の献身的な活動に共感する輪は全国に広がり、約8,000人の会員からなる組織

に発展した。会の財源は会費や寄付で賄われ、専従スタッフを持たず、組織運営のための予算を

最小限に抑えて、そのほとんどが現地のために使われている。これはＮＧＯの理想の姿ともいえ

る。

1986年にはアフガニスタン難民救済のためのプロジェクトを立ち上げ、現在、パキスタン・ア

フガニスタンで１病院と４診療所を運営し、年間約30万人の患者診療を行っている。
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大干ばつに見舞われたアフガニスタンでは、飲料水は不足し、感染症が流行し多くの尊い命が

奪われ、廃村が広がっていくという悲惨な状況になった。ペシャワール会はこの事態に迅速に対

応し、2,000カ所を目標に井戸を掘るなど水源確保事業を展開して数多くの人々の生活を救い、

難民化を防いだ。

日本国内においては、主として現地の活動を支援するために募金活動を行っている。特に、巨

大な難民キャンプと化したカブール等において、厳しい冬の寒さと飢餓に瀕する人々のためのプ

ロジェクト「アフガンいのちの基金」を設立し、食糧援助に尽力した。また、アフガニスタンの

人々の生活について情報を提供し、国際理解に貢献したことも注目に値する。

ペシャワール会は、医療並びにプライマリー・ヘルス・ケアの実践等を通じて平和と人間の安

全保障に貢献し、貧困など社会不安の中にあって、人間の命の救済と基本的権利の確保のために

尽くすことにより、普遍的な平和への意識を喚起することに成功した。同時に、アジアにおける

日本国民のボランティア活動の可能性を早くから効果的に示し得た。

アフガニスタンの復興に向け、これまで継続してきた医療活動・水源確保事業に加え、新たに

農業再興プロジェクト、寡婦を対象とする自助援助、道路整備など幅広い活動を通してアジア太

平洋地域の安定に貢献することが期待できる。

ペシャワール会の献身的な努力は、今後とも国内外から多くの共感と永続する支持を集め、平

和を築く大きな力となっていくものと確信する。

沖縄平和賞選考委員会は、ペシャワール会のこれまでの実績を高く評価した。沖縄はかつて、

琉球王国時代、「万国津梁」いわゆるアジアの国々をつなぐ懸け橋として活躍した時代があり、

また、多様なものを受け入れる寛容さや相互扶助の精神、未来を創造するたくましい県民性があ

る。ペシャワール会の活動は、沖縄県の持つ歴史的、文化的特性等を反映して、恒久平和の創造

に貢献するものとして創設された沖縄平和賞の趣旨に通ずるものである。

よって、戦前戦後の困難な時代を経て発展してきた沖縄県から、今後の活動を支援していくた

めに、第１回沖縄平和賞をペシャワール会に贈ることを決定した。

豆 知 識

基地被害（騒音等）に対する相談窓口は？

市町村においては、基地行政を所管する課（室）が窓口となっています。

県においては、総務部知事公室基地対策室（ 866 2460）が窓口となっています。TEL: -
国においては、那覇防衛施設局総務部広報室（ 868 0174）が窓口となっています。TEL: -

※ 基地被害（騒音等）に対する相談が県にあった場合は、その内容をとりまとめ、那覇防衛施設

局又は外務省沖縄事務所に連絡し対応しています。また、内容によっては、直接、米軍へ確認す

る場合もあります。
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